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ご　あ　い　さ　つ

秋田工業高等専門学校

校　長　島　田　昌　彦

秋田高専地域共同テクノセンターが平成13年４月に設置されて以来６年が過ぎましたが，この間

テクノセンターの活動は技術研究会，研修会，技術交流会の開催を中心に，産学連携の具体例とし

ての共同研究，受託研究や技術相談会を活発に行ってきました。

テクノセンターの活動状況，技術シーズなどの情報を積極的に発信することを目的に，平成13年

度にテクノセンター報第１号を発刊し，２年ごとにテクノセンター報を発刊することとし，平成15

年度に第２号を，平成17年度に第３号を発刊しました。平成17年度から，テクノセンターの活動内

容を２年ごとに発刊する技術シーズ集と毎年活動状況を報告するテクノセンター報の２本立てとし，

平成17年度第４号を発刊し，今年度第５号を発刊します。平成19年３月で６名の教員が定年退職さ

れ，４月より多くの新任教員が本校に着任されましたので，第５号では新規内容として新任教員の

研究紹介を特集致しました。

秋田高専は平成16年４月に独立行政法人国立高等専門学校機構を構成する全国55高専の中の１高

専となり，本校の教育研究活動，管理運営体制見直しの一環として，テクノセンター運営委員会に

学外（大学，県，企業）から７名の有識者の方々に委員として加わっていただき，テクノセンター

活動に有益な御意見をいただくことになりました。その上，テクノセンター産学連携相談室をテク

ノコミュニティ室に設けると同時に，本校と地場産業とのかけ橋，シーズとニーズのマッチングを

目指して２名の産学連携コーディネーターを委嘱し，テクノセンターの活動の充実を図ることにし

ました。

本校には，平成４年に設置された秋田高専産学協力会が，ここ10数年にわたり本校の産学連携を

リードしてきましたが，本テクノセンターが設置されて以来，テクノセンターと産学協力会は車の

両輪となって秋田高専産学連携を推進しており，シーズとニーズのマッチング，技術研究会や研修

会の共同開催等実質的活動を行っています。

平成16年度からスタートした学科横断型プロジェクト研究の内，平成16年度発足の「環境技術を

駆使した潤いのある社会創成を目指して」（研究代表者 須川 浩教授）のプロジェクト研究は３年間

の研究期間を終え，研究成果の一つとして「路盤改良技術」に関する研究成果を高専機構秋田高専

が特許取得しました。今後，実用化に向けて，県内企業との密接な共同研究が期待されます。

テクノセンター報第５号と今年度発行する秋田高専研究シーズ集2007が本校の研究活動の情報発

信となり，産学官連携を本校中心に更に推進・発展することを期待します。
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共同研究等成果の概要
平成18年度

学　科 ・ 氏　名 頁研　究　テ　ー　マ区分

掲載内訳

機　　械・茂木良平 4人工呼吸器用超音波流量計の研究共同

〃　 ・木澤　悟 5曲面を持った制振鋼板の振動特性に関する研究〃

〃　 ・小林義和 6アルミニウム缶缶壁の機械的性質が破裂挙動に及ぼす影響〃

電気情報・山本昌志 7低ノイズ放射線化技術の検討〃

環境都市・対馬雅己

物　　質・徳光直樹

8
ゴミ溶融スラグを用いた新たな路盤材料の開発に関する研究〃

電気情報・田中将樹 9次世代光ディスク対応球面収差補正液晶デバイスの開発と実用化受託

環境都市・水田敏彦 10秋田，男鹿地区における深層地盤構造調査〃
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共同研究等成果の概要（平成18年度）

研 究 年 度 平成19年１月～平成19年12月 区分 共同研究

研究テーマ 人工呼吸器用超音波流量計の研究

研 究 組 織

本　校
代表者名 島田　昌彦

茂木　良平

�ホクシンエレクトロニクス

佐藤　辰衛 山下　和彦

研究者名

企 業 名

代表者名

研究成果の概要

現在，人工呼吸器用流量計としては熱線式流量計が一

般的に使用されているが，熱線式は流路内部にセンサが

設置されているので，流路抵抗があり圧力損失が発生し，

患者に負担をかけている。流量計を超音波方式にするこ

とで，流路内に突出物がなくなり圧力損失が顕著に低減

され患者の負担を軽くできる。本研究は，このような超

音波方式による人工呼吸器用を実用化することを目的と

する。

図１に，試作した超音波流量計の試作品を示す。流路の内径は22mm，長さは約120mmであ

る。超音波の使用周波数は約200kHzである。本流量計は，気体専用となっており，特に空気

に適用される。温度も，室温を想定している。図２に測定結果を示す。標準流量計に対し，ほ

ぼ期待通りの直線的な出力結果が出ており，高精度の流量計を実現する可能性がある。

人工呼吸器用流量計では応答性の速さが要求されるが，一般に超音波流量計は平均速度を提供

するので応答性は遅い。今後，応答性の改良を目指した研究を行う予定である。また，超音波

流量計の特徴である「圧力損失が少ないこと」も確認する予定である。

研究者名
企　業

図１　超音波流量計試作品

図２　測定結果
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研 究 年 度 平成18年10月～平成19年３月 区分 共同研究

研究テーマ 曲面を持った制振鋼板の振動特性に関する研究

研 究 組 織

本　校
代表者名 機械工学科：木澤　　悟

機械工学科：木澤　　悟

協同油脂（株）

神尾　視彬 遠藤　　紘

研究者名

企 業 名

代表者名

研究成果の概要

制振鋼板は樹脂系，ゴム系，アスファルト系，金属系等の粘弾性材料を貼り合わせたもので，

その構造は貼り合わせ方法によって，非拘束型（基材＋制振材）と拘束型（基材＋制振材＋拘

束材）に分けられる。制振鋼板の用途は主に自動車ボディパネル，ダッシュパネル，オイルパ

ンに適用され，重量の増加無しに制振性能を高められる機能的な構造を伴った材料である。し

かしながら，制振鋼板は温度依存性，周波数依存性に加え，振動モード依存性があり，実構造

物の適用時の制振効果の予測が難しい。そのため，実車適用時の効果を試験片レベルで予測で

きることが望まれている。

本研究の目的は制振鋼板の利用を一部の高級車だけではなく，トラックなどを含む大衆車の

ボディパネルへの適用を図ることを国内の自動車メーカーに提案するものであり，そのための

新評価法の開発，新利用技術の開発，特性の改善等を目指している。

研究内容

新評価法の確立，ボディパネルに最適な新材料の開発，新利用技術の開発を目的に，凹凸の

ある小型成形パネル状試験片を用いて，周波数特性，損失係数，構造解析等の基本データを収

集し基礎評価を行った。図１に実験装置，図２に振動架台を示す。現在，振動架台の１次共振

モードが小型成形パネル状試験片の共振モードと近接しているので，振動架台の剛性を高める

ための架台設計を再検討している。

研究者名
企　業

共同研究等成果の概要（平成18年度）

図１　実験装置 図２　振動架台
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研 究 年 度 平成18年６月　～　平成19年３月 区分 共同研究

研究テーマ アルミニウム缶缶壁の機械的性質が破裂挙動に及ぼす影響

研 究 組 織

本　校
代表者名 機械工学科・小林　義和

機械工学科・小林　義和

（株）神戸製鋼所　真岡製造所

鶴田　淳人 鶴田　淳人

研究者名

企 業 名

代表者名

１．緒　言
現在アルミニウム缶に生ずる多くの問題のひとつに缶の破裂現象がある。缶を地面に落とす

などして鋭利な形状を持つ物体に当たったとき，缶の表面に穴が開き内容物が漏れる現象（リ
ーク現象）や，そのき裂が急激に広がり破裂する現象（ラプチャ現象）が生じることが報告さ
れている。本研究は缶材の製造工程に着目し，缶側面に刃物や突刺し冶具により「き裂」を生
じさせることのできる装置を用い，アルミニウム缶の缶壁の熱処理による機械的性質，缶壁厚，
刃物速度，アルミ素材の化学成分，を変化させた場合の耐突き刺し性に及ぼす影響を明らかに
した。また，有限要素解析ソフト「ANSYS」を用いて，内圧によりき裂近傍に生じる応力状
態を調べた。
２．研究内容
（1）刃物突刺し実験

缶内を水で満たし，内圧を一定に保ったアルミニウム缶に刃物を突刺し，突刺し量を変え，
各突刺し量でのラプチャ発生率の確率を調べた。このとき，缶壁厚と熱処理温度がそれぞれ
違う７種類の缶（表１）を用い実験を行った。

（2）球状の冶具を用いた突刺し実験
この実験では、（1）と同様にアルミニウム缶を実験装置に設置した後，刃物ではなく，直

径が異なる３種類の球状の冶具を用いて突刺し実験を行った。このとき，アルミニウム缶は
アルミ素材の化学成分の違う５種類の缶を用いた。また，比較的低速度で冶具を突刺す静的
な突刺し実験と，ハンマで叩いて行う動的な突刺し実験を行い，速度によってどのような影
響が生じるかを調べた。

（3）有限要素解析ソフト「ANSYS」による解析
有限要素解析ソフトANSYSを用いて，内圧によりき裂近傍に生じる応力状態を調べた。

例えば，B－１について結果を示せば図１のようになる。

３．結　論
①　熱処理温度の増加にともなって耐突刺し性は改善される。
② 本研究の範囲では必ずしも缶壁厚の増加にともなって耐突刺性は改善されるとは言えな
い。
③　缶の破裂挙動に及ぼす影響は，静的な突刺しよりも動的な突刺しの方が大きい。

研究者名
企　業

表１刃物突刺し実験に用いる缶の種類

図１ ANSYS結果（B－１）

共同研究等成果の概要（平成18年度）
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研 究 年 度 平成18年12月～平成　19年３月 区分 共同研究

研究テーマ 低ノイズ放射線化技術の検討

研 究 組 織

本　校
代表者名 島田　昌彦

山本　昌志

石川島播磨重工業

伊藤　源嗣 石田　大典

研究者名

企 業 名

代表者名

研究成果の概要

［目的］コンプトン散乱によるＸ線の応用を目指す場合，不要なＸ線の発生を極力少なくしな

くてはならない。コンプトン散乱によるＸ線の計測では，電子ビームロスにより生じるＸ線は

ノイズとなり，Ｓ／Ｎ比を悪くする。最終的には，コンプトン散乱によるＸ線の撮影の像がぼ

やける。

電子ビームのロスを減らすためには，磁石の配置とそのパラメーターが重要になる。ここで

は，オプティクス計算コードSADおよびビームトラッキングコードGPTを用いて，磁石の配

置の最適化の計算を行った。

［計算結果］図１のような50MeV程度の加速器システムの電磁石のパラメーターを最適化しな

がら，ビームの挙動を調べた。計算の結果，アルファー磁石を通過したビームの98［%］が加

速管を通過でき，69［%］が最終のベンディング磁石を通過し，45［%］が減速管で減速され

ることが分かった。55［%］の電子ビームは途中で失われ，Ｘ線ノイズになる。55［%］のビ

ームが失われる主な原因は，加速管入口でのy方向の収束（図２）が不適切であるためである

ことも判明した。今後，改良が必要である。

研究者名
企　業

共同研究等成果の概要（平成18年度）

図１　逆コンプトン散乱X線用加速器 図２　加速管付近のビームサイズ
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研 究 年 度 平成18年11月 ～ 平成19年３月 区分 共同研究

研究テーマ ゴミ溶融スラグを用いた新たな路盤材料の
開発に関する研究

研 究 組 織

本　校
代表者名 対馬　雅己

対馬　雅己，徳光　直樹

広洋産業株式会社

佐藤　秀雄 藤本　暢夫

研究者名

企 業 名

代表者名

研究成果の概要

資源循環型社会の到来に伴い，一般家庭ごみや事業所のごみを高温で溶融し，再資源化やご

みを熱エネルギーとする秋田市のごみ溶融施設が平成14年に完成し，この施設で年間約126,000

tのごみが溶融され，副産物としてメタル，飛灰，スラグなどが排出される。メタル（2,400 t /

年）については金属還元剤として全量が利用され，飛灰（2,700 t /年）は触媒等で処理されて埋

め立てされている。また，スラグは年間約14,500～15,000ｔ排出されるが，このうち資源とし

て再利用される量は，主にコンクートの二次製品としてほぼ一定量の年間1,000ｔ程度のみであ

り，他の用途として用いられることはほぼ皆無の状態である。

そこで本研究は，秋田市の溶融施設から排出されるゴミ溶融スラグに着目し，これまでの研

究成果（特許技術を基礎とした研究開発）からゴミ溶融ス

ラグ自体が持っている機能を最大限発揮するため，これを

微粉砕することによって生じる潜在水硬性に着目し，この

ゴミ溶融スラグと土材料（秋田市御所野，男鹿市寒風山，

五里合）および岩ズリ（男鹿市寒風山）と土壌に無害な消

石灰を混合して，環境に適合した新たな路盤材料を検討す

る。

（1）スラグと土材料の混合土, スラグと土材料に消石灰を

添加した混合土の工学的特性

男鹿市五里合から採取した土材料とスラグの混合割

合，消石灰の添加率さらに養生日数などの観点から，下

層路盤および上層路盤では，土材料とスラグの配合割合

が50％または75%，消石灰10%以上，さらに養生日数10

日以上であれば，路盤材料として充分適用できることが

認められる（図１）。

（2）微粉砕した岩ズリおよびゴミ溶融スラグを混合した

混合土の工学的特性

スラグの配合割合が大きいほど，また同じ配合割合で

も消石灰の添加率が多いほど強度が増大することが認め

られる（図２）。この図から人工岩石に関しては，今後

改良の余地は残されているが，この材料の開発に期待が

持てるものと考えられる。

研究者名
企　業

図２ 一軸圧縮強度～消石灰
添加率

図１ 一軸圧縮強度～養生日数

共同研究等成果の概要（平成18年度）
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研 究 年 度 平成18年４月　～　平成19年３月 区分 受託研究

研究テーマ 次世代光ディスク対応球面収差補正液晶デバイスの開発と実
用化

研 究 組 織

本　校
代表者名 田中　将樹

田中　将樹

（財）秋田企業活性化センター

根津谷　禮蔵

研究者名

企 業 名

代表者名

研究成果の概要

現在採用されている次世代大容量光ディスク２層メディアに対応する光ピックアップには光

学的に高速・高精度な切り替えが要求される。本プロジェクトでは，液晶レンズ方式を用いた

球面収差補正液晶デバイスの開発を行った。著者はデバイスの基本技術開発として，収差補正

用液晶光学デバイスの動作特性を解析する波面制御シミュレーションを開発し，デバイスの評

価技術の確立と液晶レンズの光学特性の解析を行った。

本研究で提案した液晶光学デバイスのシミュレーションは，有限差分法（FDM : Finite

Difference Method）による液晶分子配向シミュレーションと有限差分時間領域法（FDTDM :

Finite Difference Time Domain Method）による光伝搬シミュレーションの二つの解析プログ

ラムで構成されている。本シミュレーションは始めに，解析対象の液晶デバイスを正方格子に

よりモデル化し，液晶分子配向シミュレーションにおいて，外部電界と分子配向の計算を繰り

返し行い，液晶分子の配向データから液晶層の屈折率分布を算出する。次にFDTDMによる計

算プログラムに屈折率分布データを取り入れて光伝搬解析を行う手順となっている。作成した

プログラムの動作確認のため，円形パターン電極付きガラス基板で液晶層を挟んだ平板構造液

晶マイクロレンズ（電極パターン径 20μm，液晶層の厚さ 20μm）をモデルとして動作解析を

行った。図１（a）に，波長 0.633μmの正弦波を液晶マイクロレンズに対して垂直に入射させた

時の8.45×10－13秒後の電界分布を示す。左側から入射した光が，液晶層の屈折率分布によって

生じたレンズ効果により屈折し，液晶レンズの中心軸上に集光している様子が見られる。図１

（b）に焦点付近における電界強度を示す。電極中央部の電界強度が電極周辺部より大きくなっ

ていることからも伝搬光が集光していることがわかる。

以上の解析により，本研究で提案したFDMによる液晶分子の配向シミュレーションおよび

FDTDMによる光伝搬シミュレーションを組み合わせた波面制御シミュレーションにより，液

晶光学デバイスの光学特性の解析が可能であると考える。

研究者名
企　業

共同研究等成果の概要（平成18年度）

図１　液晶レンズの電界分布
（a）

（b）
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研 究 年 度 平成18年８月23日～平成19年３月31日 区分 受託研究

研究テーマ 秋田，男鹿地区における深層地盤構造調査

研 究 組 織

本　校
代表者名 環境都市工学科　水田　敏彦

環境都市工学科　水田　敏彦

鹿島建設株式会社　技術研究所

大橋　欣治

研究者名

企 業 名

代表者名

研究成果の概要

本研究は，秋田，男鹿地区においてやや長周期微動のアレイ観測を実施し，計測したデータ

の解析を行い，石油タンク等の長大構造物が対象となるやや長周期地震動特性を検討するため

の深層地盤構造を明らかにすることが目的である。

研究内容

（1）常時微動の移動観測（図１）

秋田地方気象台を固定観測点として，秋

田・男鹿地区計10地点の常時微動の移動観測

を行った。得られた微動のH/Vスペクトルに

基づいて，深層地盤の空間分布を推定した。

（2）常時微動のアレイ観測

秋田地区では，秋田地方気象台を中心とし

た最大観測点間距離 10km程度計10地点の同

時観測を，男鹿地区では，秋田石油備蓄基地

を中心とした最大観測点間距離 2.5km程度計

７地点の同時観測を行った。観測記録は

100Hz サンプリングで90分間得られており，

周波数－波数スペクトル解析法を用いて両地

点の位相速度を推定した。

（3）位相速度の逆解析による深層地盤構造（Ｓ

波速度構造）の推定

得られた位相速度に対して遺伝的アルゴリ

ズムによる逆解析を行い，深層地盤構造（Ｓ波速度構造）を推定した。

研究者名
企　業

共同研究等成果の概要（平成18年度）

図１ 男鹿－能代移動観測点と重力異常
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専攻科特別研究の概要
平成18年度

学　科 ・ 氏　名 頁研　究　テ　ー　マ区分

掲載内訳

機　　械・茂木良平 12超音波による移動物体検知のための基礎的検討生産

〃　 ・木澤　悟 13アクロボットの振り上げと安定化制御〃

〃　 ・木澤　悟 14三層積層板の振動減衰特性に及ぼす同一面積における形状の影響〃

〃　 ・木澤　悟 15エネルギー法を利用した回転型倒立振子の振り上げ制御〃

電気情報・山本昌志 16電子銃のシミュレーションの基礎的研究〃

電気情報・田中将樹 17ミリ波帯におけるネマティック液晶の材料定数の測定〃

物　　質・須川　浩 18ナフタレンのジエチニル誘導体の合成環境

物　　質・野坂　肇 19Pb-Sb-Mn系合金のアノード挙動について〃

環境都市・折田仁典 20地域の救急医療を支援する道路整備に関する基礎的研究〃

〃　 ・佐藤　悟 21衛星画像を利用した地表面情報の解析と評価について〃

〃　 ・水田敏彦 22積雪を考慮した地震時の道路閉塞シミュレーションに関する研究〃
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区　　　分 生産システム工学専攻

研究テーマ 超音波による移動物体検知のための基礎的検討

研 究 者 名 機械工学科　茂木　良平

１．緒言

視覚障害者の歩行に対する補助は点字ブロックや点字案内板，音の鳴る信号機などがあるが，

設備が十分に普及していないなど問題が存在する。特に屋外では点字ブロックすらないことが

多く，視覚障害者が単独で歩行を行うのは困難を伴う。視覚障害者の歩行補助装置として，エ

レクトロニクスを活用した製品（ウォークメイト，ソニックガイド，モーワットセンサ等）が

販売されているが，これらの機器は静止または停止している物体の検知に有効であると考えら

れる。そこで本研究では視覚障害者が移動物体を識別する際に有効な方法を見出すための基礎

的検討を行う。

２．研究方法

移動物体を可聴音で認識するため

に，移動物体からの反射超音波の遅延

時間変化を利用し，音で遠近の状態を

伝えることを試みる。シングアラウン

ド回路を作製し，反射超音波を受信す

るとまた新たに超音波を送信する方式

とした。この回路を用いて移動物体に

超音波を照射した際の反射超音波パル

スをスピーカーに入力し音を聞いた。

次に聞きやすい音にするために分周回路を作製し，スピーカーに入力される受信パルスの繰

り返し周波数を下げ，繰り返しピッチ音で物体との距離を伝えることを試みた。また，超音波

センサの感知距離増大，不要反射の防止を狙い，指向性を鋭角化させるためホーンを取り付け

て実験を行った。さらに不要反射を防止するため実験場所を実験室からホールに変更し，実験

環境を整えて実験を行った。移動物体としてブランコを用いて実験をし，スピーカーから出る

音をレコーダーで録音した。

３．結言

（1）シングアラウンド回路を用いて移動物体に超音波を照射した際の反射超音波パルスをスピ

ーカーで音を聞いたところ，繰り返し周波数の変化によって遠近の状態を知ることができた。

（2）超音波パルスの繰り返し周波数が高すぎて耳障りで聞きづらい音だったので，分周回路を

追加し繰り返し周波数を下げ，繰り返しピッチ音にしたところ聞きやすい音になった。

（3）超音波センサの指向性を鋭角化させるため超音波センサ先端にホーンを取り付けたところ，

遠距離感度は向上したが，0.5m以内の近距離では多重反射のため装置が正常に動作しなかっ

た。

（4）さらに，場所を実験室からホールに変更し実験環境を整えて実験したところ，不要反射が

無くなり，近距離から遠距離まで広範囲で測定が可能となった。

専攻科特別研究の概要（平成18年度）

図１　シングアラウンド超音波送受信機
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区　　　分 生産システム工学専攻

研究テーマ アクロボットの振り上げと安定化制御

研 究 者 名 機械工学科　木澤　　悟

１．緒言
近年，関節数の数より少ないアクチュエータを持つ劣駆動シ

ステムの研究が挑戦的な課題として取り上げられている。これ
はシステムの非線形特性と劣駆動性モデルの線形化が難しいこ
とに起因しているが，軽量化，コスト低減の側面から宇宙ロボ
ットの応用等が期待されている。本研究では，Fig.1に示す２リ
ンクの劣駆動ロボット（Acrobot）を製作し，シミュレーション
による制御則の検証を行い，さらに実機を用いた制御則の検証
を行った。

２．研究方法
本研究では制御領域をFig.2に示すように，振り上げ領域

と安定化領域に分割し，振り上げ領域ではPD制御を用いた
振り上げ制御，安定化領域ではモデルを線形近似できるの
で，LQGコントローラを用いた安定化制御とし，２ステップ
の制御則を適用した。制御の切換えポイントは，リンク１
の角度θ1の位置により決定し，実験を行うことで調整する。

３．研究結果
提案した制御則を実機に応用して実験を行った。本研究

では，MATLAB/Simulinkで制御則を設計し，Quanser製のMultiq-PCIを用いて実験を行っ
た。 また，Step1からStep2への切換え条件は，θ1＝150

。とした。Fig.3にモータへの印加電
圧を示す。Step2への切換え直前に電圧Ｖが０［V］になっているが，これはStep2へ突入する
際のリンク１の角速度を下げて運動エネルギを減じる効果を持たせるためである。つまり，切
換えの際，リンクの慣性力にLQG制御のロバスト性だけでは耐えられないと考えられる。した
がって，電圧印加停止条件は，θ1＝90

。とした。また，電圧が±24Vで飽和しているのは，モ
ータの定格電圧のためである。Fig.4はリンク１の角度θ1の時間応答，Fig.5はリンク２の角度
θ2の時間応答である。リンク１ははじめ，リンク２の回転方向とは逆の応答を示すが，最終的
にリンク２のスウィングの反動により真上状態に倒立していることがわかる。

Fig.３　印加電圧 Fig.４　リンク１の角度 Fig.５　リンク２の角度

専攻科特別研究の概要（平成18年度）

Fig.１　アクロボットシステム

Fig.２　制御領域
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区　　　分 生産システム工学専攻

研究テーマ
三層積層板の振動減衰特性に及ぼす同一面積における形状の
影響

研 究 者 名 機械工学科　木澤　　悟

１．緒言　
これまでの三層積層板の振動減衰機能の研究においては，幅の長さが一定で横の長さがそれ

ぞれ違う梁状試験片を用いてきた。その結果アスペクト比を変化させた場合，モード解析にお
いては横方向の曲げをモード形ばかりではなく，縦方向の曲げモード，或いはねじれモードが
存在し，実験においてもモード形によって，ある程度試験片の面積を有した方が，損失係数が
高いという結果が得られた。これは，面積が増えると曲げおよびねじれによる粘弾性物質の剪
断変形量が増えるためと考えられている。
そこで本研究は形状の違いによる曲げモード形とねじりモード形の発生の有無，あるいはモ

ード形に対応する損失係数の因果関係を調べ，より高い損失係数を発生させるための最適な形
状を見いだすことを目的とし，同一面積におけるアスペクト比の違う試験片を用いた実験を行
った。

２．研究方法
本研究においては損失係数の測定は図１に示すように，試験

片の中央部をインピーダンスヘッドに固定し，インピーダンス
ヘッドを介して加振器で加振する中央支持，中央加振法を用い
た。このときの加振力Ｆと加速度ＡをFFTアナライザによっ
て測定し，伝達関数A/F（アクセレランス）の周波数応答を
求め，さらにリアルパートから損失係数ηを求めた。
実験に用いた三層積層板は上面と下面とも厚さ 0.5mm の

SUS304 で，コア材には 0.04mmのブチルゴムを挟み込んだも
のとした。本研究では同一面積において振動減衰特性に及ぼす
形状の影響を明らかにすることを目的としているので，面積を9000mm2に一定にして試験片の
サイズを30×300，40×225，50×180，60×150，70×128.75，80×112.5，90×100の７種類と
した。また，温度依存性を明らかにする必要性があるので試験片を恒温槽に入れ，温度を０～
60℃まで10℃刻みで変化させて損失係数ηを測定した。

３．研究結果
図２，図３はモード形状と損失係数の関係で，それぞれ，試験片のサイズが30×300と 80×

112.5の場合のグラフである。横軸は各モード形状，奥行きはモード次数を，高さ方向は損失係
数を示している。図２，図３より，三層積層板の同一面積における形状の影響は，アスペクト
比が１に近いほど（縦横の長さが近いほど），横曲げ，縦曲げ，ねじれなどの多様なモードが
発生し，結果として減衰効果が高くなるという知見が得られた。

専攻科特別研究の概要（平成18年度）

図１　実験装置

図２　モード形状と損失係数の関係 図３　モード形状と損失係数の関係
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区　　　分 生産システム工学専攻

研究テーマ エネルギー法を利用した回転型倒立振子の振り上げ制御

研 究 者 名 機械工学科　木澤　　悟

１．緒言

近年，人間型や動物型のロボットの研究・開発が盛んに
行われている。特に関節の数よりも少ないアクチュエータで
制御する劣駆動システムが宇宙ロボット等への応用が期待さ
れている。本研究では，劣駆動システムの一例であるアーム
と振子から構成される回転型倒立振子を製作し，この振子が
真下状態にぶら下がっている状態から振子を振り上げること
により，振子を真上状態に倒立させ安定化させることを目的
とした。本報告は，Fig.1に示す製作した回転型倒立振子シス
テムに基づき，シミュレーションに限定して検討した。

２．研究方法
Fig.2に示すように制御領域を２つに分け，非線形な振り上げ領域

では，エネルギ法を基にした制御手法で行い， モデルが線形化可能
な安定化領域では，LQG制御理論を利用することにする。したがっ
て，制御手法は２つのステップにわけ，はじめは力学的エネルギに
着目した振り上げ制御（STEP1），次に振り上げ制御により安定化領
域まで振子を漸近させ，LQG/LTR制御則（STEP2）に切り換えて，
振子の安定化を図った。
シミュレーションにおいて振子が，真下状態から最終目標値

である真上で倒立し安定すれば，制御手法が有効であると考え
られる。Fig.3はSTEP1において，システム全体の力学的エネル
ギΕについての時間応答である。Fig.4は，初期状態から倒立ま
での振子角度の時間応答であり，STEP1とSTEP2を合わせた全
体の時間応答である。 Fig.3から，全体のエネルギΕは，ほぼ単
調増加を示しているといえる。これは，STEP1で力学的エネル
ギを増加させ，安定化領域にまで振子を振り上げようとしてい
ることを示している。Fig.4 からは振子を左右に振り，安定化領
域まで漸近させ，そして，2.7秒付近で急に逆応答を示している
ので STEP1から STEP2へ制御則の切り換えが行われたことが
わかる。そして最終的には真上付近で安定化させることができ
ているのがわかる。

3．結言
システムの非線形領域と線形化可能領域に分割し，それぞれ

の領域に対して「STEP1:エネルギ法による振り上げ制御」と「STEP2 : LQG制御理論を用いた
安定化制御」を行う２ステップ制御を提案した。その結果，提案した制御手法は振子の振り上
げ制御および安定化制御に有効であることが確かめられた。

専攻科特別研究の概要（平成18年度）

Fig.１　回転型倒立振子システム

Fig.２ 振子の制御領域

Fig.３ 力学的エネルギ の時
間応答

Fig.４　振子角度の応答
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区　　　分 生産システム工学専攻

研究テーマ 電子銃のシミュレーションの基礎的研究

研 究 者 名 電気情報工学科　山本　昌志

１．はじめに
これまでに加速器の電子銃の設計のために，さまざまな計算コードが開発されてきた。古くは
SLACで開発されたE-GUN，KEKで使われているDGUNなどである。MAGICなど別途用途に
開発されたコードも使える。これらのコードは精度の検証もされており，通常の設計には十分で
ある。
我々は加速器設計に使うコード群を開発しており，新たに電子銃の設計のコードの作成に着手
した。先ほど述べたコードは市販のものであるため，そのソースをユーザーが改変することは許
されない。また，我々のコード群のコンセプトとも異なる。このようなことから，独自にプログ
ラムの作成をはじめた。

２．計算方法
電子銃のビーム軌道を計算するためには，静電場と電子の運動方程式の計算が必要になる。静
電場の計算は三角メッシュの有限要素法で，運動方程式はPIC法で計算をすることを目指してプ
ログラムの開発を行っている。電子ビームが無い状態の静電場を計算し，カソードから電子ビー
ムが出力されると，時間を追ってビームの運動を計算する。このようにすることで極単パルスビ
ームの解析も可能となる。

３．結果
現在，静電場の計算は可能となっているが，PIC法でのビームの運動は計算できていない。三
角メッシュのPIC法では，荷電粒子と電磁場との相互作用を計算する差分化した理論式が複雑に
なり，定式化できていない。さらに，データ構造も複雑になりプログラム作成の困難も生じてい
る。
一方，図１に示すような静電場は，精度よく計算できている。静電場を計算できるコード

POISSONと比較したところ，１［%］程度の差があった。これは，軌道計算には十分な精度である。
静電場の計算ができたので，ビームの運動の計算を行った。PIC法のプログラムが完成してい
ないので，ビームが電磁場に与える影響を考慮しない計算である。実際の電子銃では，ビーム電
流が非常に小さい場合に相当する。この場合の計算結果を図２に示す。この結果を汎用のビーム
トラッキングコードと比較したところ，概ねビーム軌道は一致した。
現状のプログラムでは，ビーム電流が小さい電子銃の設計のみ適用可能である。通常の加速器
の電子銃のようにビーム同士の相互作用が問題となる場合，誤差が大きく適用できない。PIC法
のプログラムを完成させて，大電流の電子銃でも計算可能にする必要がある。もし，三角メッシ
ュが無理ならば，我々にも実績のある四角メッシュに変更することも視野に入れる必要がある。

専攻科特別研究の概要（平成18年度）

図１　ポテンシャルの様子 図２　電子ビームの軌道
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区　　　分 生産システム工学専攻

研究テーマ ミリ波帯におけるネマティック液晶の材料定数の測定

研 究 者 名 電気情報工学科　田中　将樹

１．はじめに

平面ディスプレイ等に広範囲にわたり利用されている液晶は，ミリ波領域においても比較的

大きな屈折率異方性や電気光学効果を有していることが報告されている。本研究では，導波管

型液晶セルを用いて，50GHz帯ミリ波におけるネマティック液晶の材料定数の測定を試みた。

２．研究方法

図１に作製した液晶セルの構造を示す。液晶セルは，WR-19 用導波管（内径4.78mm×

2.39mm，長さ30mm）にネマティック液晶（K-15）を２枚のカバーガラスで封入することで作

製した。液晶の配向処理は導波管内側に塗布した配向膜にラビング処理を施すことで水平配向

とした。また，セル両端のカバーガラスには垂直配向膜を塗布した。液晶セルにミリ波（ f =

47～ 53 GHz）を入射し，透過波の位相および強度に対する液晶分子の配向方向の影響を，マ

ッハ・ツェンダー干渉計を利用して測定を行った。液晶分子の配向は，ミリ波進行方向と直交

する磁界（永久磁石，表面磁束密度4.3kG）をセル外部より印加することで制御した。ここで，

磁界Hとミリ波電界方向 Eとのなす角をθとした。

３．結果

図２に測定周波数 f = 52 GHzにおける液晶セルを透過したミリ波の位相に対する印加磁界の

影響を示す。液晶分子は印加磁界の方向に再配向することから，磁界方向すなわち液晶の配向

方向 n によって透過波の位相が変化し，θ= 90｡付近で約180｡の位相差が得られた。E // n お

よび E⊥ n における屈折率と誘電率を，液晶を封入していない空セルの場合との位相差より求

めた結果，液晶の複屈折Δn は 0.09 と求められ，ミリ波領域においても可視領域の半分のΔn

を有していることがわかった。また，誘電異方性Δεは0.29であった。一方，E // n および E

⊥ n の場合におけるミリ波出力の大きさの違いから，それぞれの吸収係数の算出を試みた。吸

収係数が Eと n の関係により異なることから，吸収に関してもα⊥ >α//の異方性があることが

わかった。この関係は，マイクロ波領域において報告されているネマティック液晶の吸収の異

方性の結果と一致する。

専攻科特別研究の概要（平成18年度）

図１　液晶セル 図２　磁界方向によるミリ波の位相の変化
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区　　　分 環境システム工学専攻

研究テーマ ナフタレンのジエチニル誘導体の合成

研 究 者 名 物質工学科　須川　　浩

１．緒言
我々の身の回りには多くの汎用高分子が存在する。また，高性能・高機能な高分子が機能性

高分子として，宇宙機器や電子機器，医療用材料などに利用され，その活躍の場は多岐にわた
っている。このような機能性高分子に対する期待や要求は時代が進むにつれ，より大きなもの
となっている。そのような背景の中で高分子本来の長所を活かしつつ，融点や強度などの短所
を克服し，既知のものよりも優れている，あるいは今までにない機能を有する高分子材料が研
究開発されている。そこで，本研究ではそのような機能性高分子の原料となりうるモノマーの
合成法を検討した。
機能性高分子となるための条件として，分子内の主鎖に「芳香族基を含む剛直な構造」，「電

子が非局在化しうる構造」を持つことがあげられる。それらの条件を満たすものとして，ジエ
チニル芳香族化合物がある。これはジブロム芳香族化合物から合成されることが知られている。
本研究では，さまざまなジエチニル芳香族化合物の合成を目的として，２種類の方法でナフタ
レンのジエチニル誘導体の合成を検討した（Scheme）。

２．研究方法
一つは，出発原料に２－ブロモナフタレン１－（a）を用い，もう一方は2, 7－ジヒドロキシ

ナフタレン１－（b）を用いた。下記の反応式は合成ルートを示している。

今回検討した２種類の合成ルート全体の中で異なる点は，ジブロム体２の合成反応のみであ
る。１－（a）を出発原料に用いた場合は直接ブロム化により，１－（b）を出発原料に用いた場
合はジブロム化置換反応によりジブロム体２を合成した。その後のプロセスはどちらも同じ方
法で，ジブロム体２から薗頭反応によってビス（トリメチルシリルエチニル）体３を合成し，
３をアルカリ性水溶液により加水分解して，目的物であるナフタレンのジエチニル誘導体４を
得た。得られた各生成物については，元素分析，NMR（1H-NMR）等で構造を決定した。

３．研究結果
各種分析結果より得られた生成物の構造が確認された。１－（a）を出発原料とした場合には

最終生成物として，1, 7－ジエチニルナフタレンを得ることができた。また，２の合成段階で
は副生成物として微量ながら1, 4, 7－トリブロム体を確認した。１－（b）を出発原料とした場
合は 2, 7－ジエチニルナフタレンを得ることができた。さらに原料に 2, 6－ジヒドロキシナフ
タレンを用いることで2, 6－ジエチニルナフタレンの合成にも成功した。
また，ジブロム体２を合成する２種類の反応についてそれぞれメリットとデメリットがある

こともわかった。

専攻科特別研究の概要（平成18年度）
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区　　　分 環境システム工学専攻

研究テーマ Pb-Sb-Mn系合金のアノード挙動について

研 究 者 名 物質工学科　野坂 肇

１．緒　言
亜鉛電解採取の電解工程ではカソードにアルミニウム板，アノードに鉛合金が使用され，カ

ソード上に亜鉛が析出し，アノードでは酸素が発生する。電解液中にはMn2+が存在し，それ
が電解によってMnO2となり，アノード上に析出する場合はアノードの腐食防止剤となり鉛の
溶解を抑制し，電解液中に析出する場合はPbO2粒子のカソードへの泳動を妨げ，亜鉛の純度
を高める作用があると言われている。しかし，これらの析出物はやがては剥落，沈殿し，電解
槽澱物となる。アノード上のMnO2の析出量が多すぎると，電解電圧が高くなり好ましくない。
また澱物量も増え，その処理に多くの時間とコストを要する。本研究では，これらの問題を解
決し，なおかつ有効であるMnの効果を失わないようにするためPb合金アノードへのMnの合
金化を試み，Pb-Sb-Mn合金とPb-Sb-Mn-Ag合金についてアノード挙動を調べた。

２．実験方法
Pb-Sb-Mn合金およびPb-Sb-Mn-Ag合金を作成し，150 g/l 硫酸水溶液中40℃で 50mA/cm2

の電流密度で電解を行い，電極電位の測定，アノード重量の連続測定，電解後のアノード表面
および電解槽澱物粒子のＸ線回折，走査型電子顕微鏡（SEM）による形状観察，さらにアノー
ド断面の観察を行なった。

３．結果と考察
48時間後の電極電位は，現在一般に使用されてい

るPb-Ag（0.8%）合金に比べ，Pb-Sb-Mn合金では
0.024V高く，Pb-Sb-Mn-Ag合金では0.048V低くな
った。
アノード重量の連続測定では（図－１），Pb-Sb-

Mn合金アノードはPb-Ag（0.8%）合金アノードに
比べ腐食量が約３倍であり，Pb-Sb-Mn-Ag合金アノ
ードは減少量が少なく耐食性が良いと考えられる。
Ｘ線回折の結果，電解後のアノード表面及び電解

槽澱物粒子はα- PbO2，β-PbO2らかなることが分
かった。
走査型電子顕微鏡での観察により，耐食性の良い

Pb-Sb-Mn-Ag合金アノードでは酸化物層がアノード
に密着し，剥落しにくい厚い酸化物層が形成されていることが分かった。

４．結　論
Pb-Sb-Mn合金およびPb-Sb-Mn-Ag合金アノードを用いて電解を行った結果，アノード表面

にも電解液中にもMnO2 の析出は見られなかった。Pb-Sb-Mn合金アノードでは隙間が多く，
剥落しやすい酸化物層が形成され，電極電位もPb-Ag（0.8%）合金アノードより高かった。一
方，Pb-Sb-Mn-Ag 合金アノードでは剥落しにくい厚い酸化物層が形成されたが，電極電位は
Pb-Ag（0.8%）合金アノードよりも低いことが分かった。

図－１　アノードの重量減少量

専攻科特別研究の概要（平成18年度）
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区　　　分 環境システム工学専攻

研究テーマ 地域の救急医療を支援する道路整備に関する基礎的研究

研 究 者 名 環境都市工学科　折田　仁典

１．緒言

本研究は地域住民が安全で安心に生活を送るには救急医療活動の充実が最も重要と認識しつ

つ，救急活動と住民の安心感との関係，住民の日常の通院状況，通院時利用の道路の評価，高

速道路整備が医療に及ぼす効果等について分析を行ったものである。分析では，今後の道路整

備をいかに進めるべきかを重点に考察を加え，道路整備のあり方について言及した。

２．研究方法

本調査では，地域性の異なると思われる２地域の住民を被験者とし，２度に分けて地域医療

に関するアンケート調査を実施した。１度目の調査は岩手県・宮城県の三陸部における釜石医

療圏，気仙医療圏，気仙沼医療圏の住民を，２度目の調査では秋田県山間部の阿仁地域の住民

を調査対象とした。アンケートの調査項目は個人属性，住民の通院実態（１次，２次，３次医

療施設），救急搬送実態と評価，地域の救急医療に対する安心度，高速道路整備により期待さ

れる医療面での効果等から構成されている。

３．分析結果

分析結果から，いずれの医療施設への通院においても両地域とも自動車への依存度が高いこ

とが判明した。また通院所要時間も全体的に長く，高度医療施設へのアクセスビリティの悪さ

が住民の通院実態に大きな影響を及ぼしていることが明らかとなった。３次医療施設通院時利

用道路の評価は全体的に悪く，住民が現在の整備状況に満足しておらず分析対象とした地域の

道路が地域医療において充分な機能を保持していないことが示唆された。住民の地域救急医療

に対する安心度の現状はあまりにも悪く，住民の過半数以上が不安を抱いていることが明らか

となった。また，実際に救急搬送された経験のある被験者による搬送時の評価では「病院に着

くまでの時間が長く感じた」「上下の振動が苦痛であった」「左右の振動が苦痛であった」など

の回答が多く，所要時間短縮の課題とともに道路構造自体に問題であることが指摘された。高

速道路整備による医療面で期待される効果について数量化理論第Ⅱ類を適用して要因分析を行

ったところ，外的基準である「高速道路整備が地域医療活動にもたらす総合的な効果」の度合

には「遠くの病院まで通院できるようになる」「救急車による搬送時間の短縮により安心感が

増大する」「高度な治療のできる病院へ通院できるようになる」などのアイテムのレンジが高

いことが把握された。この様な結果は地域住民が高速道路整備による高度医療サービス享受の

可能性の増大と通院圏の拡大効果へ高い期待を抱いていることを示唆している。また，クロス

集計からは高速道路の整備は地域住民の救急医療に対する不安感を解消する役割を担う可能性

があることが判明した。

専攻科特別研究の概要（平成18年度）
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区　　　分 環境システム工学専攻

研究テーマ 衛星画像を利用した地表面情報の解析と評価について

研 究 者 名 環境都市工学科　佐藤　　悟

１．はじめに
近年，地球観測衛星の性能や画像データの処理･解析技法は目覚しい進歩を遂げ，地球環境

時代と呼ばれる現代において，これら技術の重要性はますます重要なものとなりつつある。 こ
のような背景のもと，ここでは各種画像解析を目的とした解析プログラムを作成し，次にいく
つかの環境問題と話題について，LandsatとNOAA衛星画像を対象に，身近なパソコンを利用
した画像解析結果について報告した。

２．研究内容と結果
衛星画像解析の代表的な手法は画素値演算と画像表示である。本研究では以下に示す３種の

処理を目的に，GUIを重視したソフトウェア開発を行った。
（1）画素値計算と作画（NDVI, クロロフィル濃度, 地表放射熱温度）
（2）幾何補正と画像間演算
（3）レベルスライスとヒストグラム調整
これら各種ソフトウェアは，複雑な手順と知識を不要としたほか，非一般的な画像形式とも

言える衛星画像フォーマットを，bmpや tiff に代表される汎用性の高い画像形式へと変換する
機能も備える。主な機能の内容として，（2）のソフトウェアでは宅地開発による植生の変化や
自然災害による地被状況の変化など，いわゆる変化抽出を行う際に必要な作業である画像の幾
何補正と演算を行い，さらに（3）のソフトウェアでは演算結果として再構成･表示されたグレ
ースケール画像に対し，目的とする色の割当てと画像補正を容易，かつ直感的な操作により行
い，画像の視認性を向上するものである。
次に，本研究では衛星画像中の画素値が示す時系列の特徴を，雲や水域など，対象物個々に

ついて比較検討したほか，輝度温度差を利用したAVI（Aerosol Vapor Index）画像の作成と
評価，ならびに濃度画像速度計測法（Concentration Image Velocimetry, CIV法）と同じ概念
を持つ PIV法を用いた海流と黄砂の可視化を試み，その
特徴について評価・検討した。黄砂については，その規模
の大きさや砂塵自体の健康被害のほか，多くの大気汚染物
質を吸着することが知られている。図は九州を中心とした
領域をAVI画像として処理し，黄砂を強調表示したもの
である。このAVI 画像を用いた PIV 法による解析では，
黄砂イベントにおいて得られた平均ベクトル速度は時速約
60～90kmの範囲であること，またその方向はほぼ東～南
東となり，いずれも高層風の向きと風速によく合致するこ
とが確認できた。海流においても同様な手法を適用し，秋
田県沖の海流をベクトルで表示でき，これによると日本海
を北上する海流の時速が約２～４km程度であること，ま
た海流の一部が男鹿半島にさえぎられ，さらに沖合いへと
向きを変えながら変化する状況が明瞭に示され，PIV法に
よる解析方法が実際の流れベクトルを良好に再現できるこ
とを示した。

専攻科特別研究の概要（平成18年度）
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区　　　分 環境システム工学専攻

研究テーマ
積雪を考慮した地震時の道路閉塞シミュレーションに
関する研究

研 究 者 名 環境都市工学科　水田　敏彦

１．はじめに
秋田のような積雪地域では，雪に引き続いて発生する地震災害は複合災害として特に注意が

必要であり，堆積雪や屋根雪による地震災害の拡大，あるいはそれに伴う避難経路，消火・救
急活動のための空間確保の困難等大きな問題を抱えている。そこで本研究では，積雪期地震時
の道路閉塞を予測する簡単なモデルを構築し，雪の影響を表現することができる道路閉塞シミ
ュレーションシステムを開発した。本研究で開発したシステムによって，緊急輸送路の調査や
耐震改修の検討など，今後の積雪期における地震対策のあり方について，具体的な検討を行う
ことが可能になると考えている。

２．研究方法
研究の流れを図１に示す。
①　積雪期における地震対策と救急活動の現状を
把握するため，地域防災計画における積雪期
地震対策の記載内容および秋田市の救急活動
の状況を調査した。

②　建築物の年代および幅員別道路のデータベー
スを構築し，屋根雪による建築物の被害率増
加と堆積雪による道路幅員の減少を考慮し
た，積雪期地震時における道路閉塞の予測モ
デルを構築した。

③　秋田市を事例研究の対象として予測モデルを
適用し，地震時と積雪期地震時の道路閉塞シ
ミュレーションを行った。

３．結果
①　本研究で構築された道路閉塞シミュレーション
システムを図２に示す。このシステムは，積雪
期地震時の堆積雪による道路幅員減少を考慮で
き，建物の倒壊率も建築年代別にそれぞれ設定
できる（図２左上）。また，孤立する建物など
地域の救急・救援活動に対する脆弱性を求める
ことを実現している。さらに，これらの解析結
果は，GISの利用により1/2,500都市計画図上に
反映することができる（図２右）。

②　道路閉塞シミュレーションを行った結果，積雪
期地震時は地震時と比較して道路閉塞箇所が大
きく増加し，地震後の応急復旧のために迂回を強いられるとともに孤立しそうな地域もみ
られ，防災上の問題を抱えている実態が抽出された。

専攻科特別研究の概要（平成18年度）

図１　研究の流れ

図２　道路閉塞シミュレーションシステム
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研究紹介（平成18年度）

研究テーマ 製作したソーラーカーに関する走行性能について

研 究 者 名 機械工学科　山崎　保輔

１．緒言

本研究室において製作したソーラーカーは2004年８月１日から３日間秋田県大潟村で行われ

たワールドソーラーカーラリー（WSR）に参加した。この後，レースに参加した車両の走行性

能向上を目指し，いずれ走行抵抗低減に寄与すると考えられる実験的研究を進めた。ソーラー

カーの走行性能を支配する主要因として空気抵抗，転がり抵抗，駆動系伝達効率が挙げられ，

これらの算定が本研究の主目的である。

２．研究方法

形状抵抗係数Cd，転がり抵抗係数μrを求めるには惰性走行試験（図１）があり、本研究室

ではCdが公表された乗用車に対する上記試験の信頼性把握，並びに試験法習得が先立つ課題と

なる。可能であれば，製作したソーラーカーに対する惰行試験の適用を考えているが，本研究

室で乗用車で試験を行った結果は信頼性において十分とは言えず，問題は初速計測の曖昧さに

起因していると考え，試験方法を改善することにした。

ソーラーカーに対して駆動系伝達効率を把握するためにプロニーブレーキ試験を実施した。

プロニーブレーキ試験では回転数を変化させモータに対する種々の入力で試験を行い，各回転

数での駆動系伝達効率を求め，実際にソーラーカーを走行させる場合にどの条件が最適である

か検討を進めた。

３．研究結果

（1）ラリー結果より，大体の転がり抵抗係数μr，形状抵抗係数Cdを把握することを試みたが，

μr及びCdは予期した値よりも大きく，より正確な係数を得るため惰行試験の解析，習得，

実施にいたった。

（2）惰行時間を正確に捉える事が可能となる試験法を考案し実施した結果，多少の誤差はあっ

たものの比較的公表Cd値＝0.3～0.32に近い0.45（図２より）が得られた。

（3）本ソーラーカーに対しプロニーブレーキ試験を実施。その駆動伝達効率はモータ回転数

800rpm～1200rpm間で良好であった。使用したモータは定格回転数1500rpm，減速装置

はチェイン，スプロケットによる組み合わせである。

図１　惰行試験法 図２　大潟村での時間測定を改善しての
試験（l1=50m l2＝40m）
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研究紹介（平成18年度）

研究テーマ 平面と曲面からなる二次元柱群の熱伝達

研 究 者 名 機械工学科　土 田　　一

１．緒言
近年，管型熱交換器の性能向上・コンパクト化が求められ，これまで種々の試みがなされて

いる。特に円管を用いてコンパクト化を想定した研究では，そのピッチ比が1.2 以下で急激に
伝熱性能が低下することが報告されている。このような背景より，円管を切断角θc＝53°で削
り出した平面と曲面からなる単独二次元柱を迎え角θ＝90°で空気流に対して設置した場合，
抗力係数と背圧係数が円管の60％程度となり，また，平均熱伝達率に関してもレイノルズ数が
6.0×104以上では最大33％程度増加することから，熱伝達を促進できしかも流動抵抗も小さく
できることが示されている。
本研究では平面と曲面からなる二次元柱を空気流に対して迎え角θ＝90°で流れ方向と平行

に３本設置し，極めて狭い間隔（c/d=1.15）から比較的広い間隔（c/d=1.9）において，流速を
変化させるとともに，二次元柱群の熱伝達特性を流れ特性との関連で明らかにするための実験
的研究を行った。

２．実験装置及び実験方法
長さ約1000mm，高さ320mm，幅214mmの矩形断面を測定部とする吹き出し形風洞を用い，

測定部中央にFig.1に示すような，断角θｃ＝53°で削りだした二次元柱を迎え角θ＝90°で主
流方向に３本並べて設置し（以後，上流側を1stT.P.，中央を2ndT.P.，下流側を3rdT.P. と呼
称する），熱伝達率を測定した。熱伝達測定用二次元柱は，ベ－クライトと同様の熱伝導率を
持つ円弧間距離ｄ＝30mmのポリアセタ－ル製で，0.1ｍｍのＴ型熱電対を平面部は3.0ｍｍ間
隔，曲面部は2.4mm間隔で合計32本配置し，厚さ20μｍのステンレス箔の裏に固定されている。
ステンレス箔の幅は20mmで，上記素材に７巻きし，直流電源を用い通電加熱し，熱流束一定
のもと熱電対の出力を伝熱面表面温度として熱伝達の測定を行った。圧力係数については，熱
伝達測定用二次元柱と同一寸法のものを製作し，表面温度の測定
位置と同一になるように 0.6mmの圧力孔を16個あけ，角度を変
えることにより，32箇所の圧力を測定した。また，これらの結果
から抗力係数を求めた。なお，それぞれのT.P.の中心軸を基準と
し，二次元柱の上流側を＋x，下流側を－xとしている。
実験は，二次元柱の円弧間距離ｄを代表長さとした Re 数を

1.41×104～6.15×104（主流速度U∞＝７～32m/s）について，二元
柱の軸間距離をｃとした無次元軸間距離 c/d を 1.15，1.3，1.6，
1.75，1.9の５種類に関して行った。なお，二次元柱のブロッケー
ジ比は0.094，アスペクト比は7.13である。

３．結言
本研究の実験範囲で得られた結果を以下に示す。

（1）2ndT.P.及び3rdT.P.において，上下曲面の中心よりやや上流側で局所熱伝達率の最大値が
存在し，その分布はほぼ同じ形状として示された。

（2）抗力係数CDは，一行円管群の場合と比較しいずれのc/dでも，ほぼ同程度の値を示す結果
が得られた。

（3）本実験のレイノルズ数Reの範囲では，一行円管群の同一軸間距離に比較し，平均熱伝達
がほぼ同程度，もしくは高い値を示し，最大で20％程度促進される。

（4）平均熱伝達特性において，Re≒4.0×104 近傍で特性が急激に変化し，このRe数以上で熱伝
達の向上が顕著となることから，臨界レイノルズ数が存在することが明らかとなった。

Fig.１　測定用二次元柱
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研究紹介

研究テーマ 昆虫サイズ低レイノルズ数における翼の空力特性の研究

研 究 者 名 機械工学科　岡本　正人

１．緒言
航空機の発達により，レイノルズ数 Reが1×106以上の翼の空力特性の

データは非常に豊富であるが，昆虫のような，Re＜－1×10
4 における翼の

研究成果は極めて少ない。しかし，図１のように昆虫の翅断面は，高レ
イノルズ数の翼型とは形状が大きく異なる。これらを研究することで，
最近注目されているMAV（Micro Air Vehicle）等のマイクロロボット
の開発に活かされると共に，昆虫などの生態の解明にも役立つと考えら
れる。
これらの空力特性は，二次元翼（翼型）特性と，三次元翼（平面形）

特性を分離して研究する必要があり，また，生物は羽ばたきによって非
定常空気力を積極的に利用していることから，定常翼特性だけではなく非定常翼特性について
も調べる必要がある。

２．研究方法
これまで，風洞実験により二次元翼の定常・非定常空力特性について研究してきた。非定常

翼特性は，翼にヒーヴィング（上下運動）変位 h（下向きを正とする）とフェザリング（軸周
りの回転運動）角θを次式のような関数で与えることでその空気力を測定した。

h=h1 cosωt θ=θ1 cos（ωt+ψθ）（ψθ: hに対するθの位相差）

低レイノルズ数領域での微小空気力を測定するための装置及び二次元翼特性の詳細について
は，定常翼は，Okamoto et al. 1996 1）を，非定常翼特性は，Okamoto and Azuma 2005 2） を参
照されたい。

３．結果
レイノルズ数 Re＜－1×10

4 の二次元翼特性について
次のような知見が得られた。揚力等の空力係数は，
迎角変化に対して非線形性が強く現れ，翼型は，翼
厚の薄い，前縁の尖ったものが有効で，昆虫のよう
にギザギザした断面を持つものも高い性能（揚抗比）
が得られる。非定常翼においても同様の翼型は効果
的で，非定常空気力は迎角変化に対してヒステリシ
ス特性を示し，図２のように定常空気力に比して大
きな空気力が得られた。また，翼のヒーヴィング運
動による平均した前向きの推進力を得るためには，
ψθ=－90°のフェザリング運動を加える必要があっ
た。
次は，低レイノルズ数領域における三次元翼効果

について研究を進める予定である。

1）Okamoto, M., Yasuda, K.& Azuma, A.(1996): Aerodynamic Characteristics of the Wings and Body of a
Dragonfly. J.Exp.Biol.199, pp281-294.
2）Okamoto, M. and Azuma, A. (2005): Experimental Study on Aerodynamic Characteristics of Unsteady
Wings at Low Reynolds Number. AIAA Journal, Vol43, No12, pp2526-2536

図２ ヒーヴィング運動をする矢高９%
円弧薄翼に働く垂直力２）

（Re=7.8×10
3 無次元周波数 k =0.32）

図１
ギンヤンマ後翅断面１）
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研究紹介

研究テーマ 磁性体のナノ構造の作製と磁気機能評価

研 究 者 名 物質工学科　丸山　耕一

１．緒言
バルクとは異なる性質を物質のナノ構造に求める基礎研究と，それを応用したナノテクノロ

ジーは，磁性体研究においても盛んである。電析法などの溶液合成法は，本来，ナノ構造の形
成が容易であるばかりでなく，その生産性や環境への配慮の点でも社会要請を満たす合成手段
である。
本研究は，電極触媒を活用して磁性体超薄膜や多層構造を制御する方法の開発と，得られた

ナノ構造に起因する磁気機能の発現を磁気光学的な手法で解明することを目的としている。

２．研究方法とその原理
電気メッキにおける金属析出の化学ポテンシァルは，金属イオンの還元反応における電極触

媒から考えられるが，超薄膜の形成では，「基板自体の電極触媒」に起因して，堆積物のナノ構
造を制御できることを見出した。この概念およびそれによる合成手法は，多層膜や酸化物層の
形成にも拡大できる。電極触媒は，既存の電気化学的なi-V計測法から評価することができる。
超薄膜などの磁化の通常の磁化測定では，基板に含まれる微量な磁性物質の影響を分離する

ことが困難である場合が多々ある。この場合，磁気情報の検出に元素選択性のあるＸ線磁気円
二色性（XMCD）実験が有効であり，１原子層オーダあるいはそれ以下の磁性体微構造につい
ても，スピン磁気モーメントと軌道磁気モーメントを高感度で検出することができる。
磁気抵抗素子として知られるCo/Cu多層膜などの周期性磁性ナノ構造は，低角でのＸ線共鳴

磁気散乱法（XRMS）を用いることで，各層と界面の磁気情報を分離できる。さらに，Ｘ線カ
ー効果計測を併用することで，磁気散乱の２重極因子と４重極因子とを分離する実験法の開発
を進めている。
XMCDやXRMSは，KEK（高エネルギー加速器研究機構）のPF（放射光）実験施設で行う

ほか，産総研NPF施設や物質・材料研究機構などの実験施設の活用や共同研究をすすめている。
また，実験室では，磁気光学測定を応用した磁化と磁歪の計測法を開発し，これらの実験法を
有機的に結びつける計画である。

３．結果成果例
電析Ni膜の特異な表面磁気特性について述べる。図１は，電析Ni膜の特徴を顕著に表した

表面組織像である。微細な結晶粒子とその集合体（マウ
ンド）という２次構造で膜は構成される。マウンドのサ
イズは50原子層以下の厚みで変動し，結晶粒子サイズの
変化は5原子層以下で顕著ある。
５原子層以上の膜は光電子分光スペクトルやＸ線吸収

スペクトルからNi相とNiO相の混合状態といえ，Ni相
のスピン磁気モーメントと軌道磁気モーメントの大きさ
はバルクNi のそれと大差ない。５原子層以下では，Ni
相でもNiO相でもない第３相が出現し，（巨視的な）磁
化がバルクの値に比べて５倍以上に増大するという現象
が見出された。この第３相の特定と磁化のオリジンは解
明中である。

図１ Ti 基板上に析出したNi膜の原
子間力顕微鏡像
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研究紹介

研究テーマ
中温熱抽出と接触脱リン法を組み合わせた
下水余剰汚泥からのリン回収

研 究 者 名 環境都市工学科　金　　主鉉

１．はじめに
下水汚泥中のリンは，嫌気性消化槽へ流入したとき，ストラバイトなどの難溶性化合物を生

成するなど運転・維持管理における障害となる。その一方，下水汚泥からのリン除去・回収は
リン資源の生産につながる。以上のような背景から本研究では汚泥からのリン回収を目的とし，
高濃度懸濁物状態である汚泥での接触脱リン法によるリン除去を試みた。さらに，リン除去効
率の向上を計るため，中温熱抽出と接触脱リン法を組み合わせたリン除去・回収法について基
礎的検討を行った。

２．実験方法
リン抽出実験には，供試汚泥として，新潟県Ｔ下水処

理場の余剰汚泥を数日間氷室で静置させたものを使用し
た。汚泥200mLを容器に入れ攪拌し，恒温槽により30℃，
50℃，70℃を維持しながら経過時間毎にろ液中のPO4－P
濃度を測定した。また，接触脱リン法によるリン除去実
験の実験装置を図１に示す。供試汚泥は抽出実験と採取
時期は異なるが同じ下水処理場の余剰汚泥を使用した。
実験は17±2℃（常温）と50℃（中温）の温度条件が異な
る２つの系で行った。汚泥はあらかじめ17℃と50℃にし
てから実験に使用した。ビーカーに余剰汚泥３Lを入れ，
pH調整，脱リン材添加，Ca添加を行い実験した。実験時
間は４時間とした。pHは8mol/L NaOHを使用し8.0に調
整した。脱リン材は骨炭を使用し，汚泥１L当り25g，計
75g添加した。Caの供給にはCaCl2を使用し，実験開始０
分から230分まで10分間隔で 8mg ，計 576mg 添加した。
Caの添加量は，実験前に汚泥中のPO4－P，水溶性Ca濃
度を分析し，水溶性Ca/P比がヒドロキシアパタイトの析
出する理論的Ca/P比である1.67になるように計算して求
めた。両系とも実験中はpHを維持し，中温の系では恒温
槽により50℃を維持した。

３．実験結果および考察
余剰汚泥からのPO4－P抽出結果を図２に示す。50℃，
70℃で加熱したときPO4－Pは２時間で10.8，13.6 mg/L，
４時間で18.2，23.0mg/L増加した。一方，30℃で加熱し
たときPO4－Pは増加せず，抽出はされなかった。この結
果，50℃であれば70℃と比較しても十分にPO4－Pは抽出
されることがわかった。また，17℃と50℃の条件下にお
ける接触脱リン法によるリン除去の結果を図３に示す。
各々２時間で19.4，26.2 mg/L，４時間で21.9，31.7mg/L
のリン除去が認められた。17℃と50℃でのリン除去量を
比較すると，４時間で約10mg/Lの差があり，50℃加熱に
よるリン除去量の増加が確認できた。これは加熱による
新たなPO4－P溶出がリン除去量に寄与したためと考えら
れる。以上の結果から，汚泥懸濁状態での接触脱リンが
可能であること，さらに余剰汚泥を50℃で熱処理し，
PO4－P抽出を促進させることでリン回収効率の向上が期
待できることがわかった。

図１　実験装置概略図

図２ 余剰汚泥からのPO4－P熱抽
出結果（TS 6,928mg/L，T-P
242.6mg/L）

図３ 常温，50℃における接触脱リ
ン法によるリン除去結果の比較
（TS 7,147mg/L）
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研究紹介（平成18年度）

研究テーマ 交通行動からみた地方都市における中心市街地の活性化方策

研 究 者 名 環境都市工学科　日野　　智

１．研究の背景と目的
近年，地方都市における中心市街地の活性化が都市政策上の課題となっている。本研究では

秋田市の中心市街地といえる JR秋田駅周辺地域を事例とし，秋田市と近郊の男鹿市において
訪問行動調査を実施した。そして，訪問時の満足度や道路アクセスの変化が訪問行動にもたら
す影響を把握し，周辺市町村を含めた生活圏の観点から今後の JR秋田駅周辺地域のあり方を
考究することを目的とした。

２．研究方法
本研究では秋田市と男鹿市において意識調査を実施した。各自治体で300世帯に600票ずつを

配布し，計316票を回収した。調査ではJR秋田駅周辺地域への訪問状況・秋田駅周辺地域訪問
時の満足度・自家用車によるアクセス条件による訪問意識の変化（秋田市住民のみに質問）な
どを質問している。満足度の分析には数量化理論Ⅱ類を用いた。外的基準を秋田駅周辺地域訪
問時の総合満足度，アイテムを個別項目の満足度とし，総合満足度に影響する要因を明らかに
することを目的とした。訪問意識分析には実験計画法を用いた。所要時間や駐車場料金等のア
クセス条件を変化させた上で被験者に秋田駅周辺地域と郊外型大型店舗を比較してもらい，訪
問行動の変化に影響する要因を明らかとした。

３．研究結果
数量化理論Ⅱ類を用いた満足度分析における個

別項目のレンジの値を図１に示す。秋田市と男鹿
市の双方で駐車場サービスが総合満足度に強く影
響している。秋田市では飲食店の数・種類と道路
状況，男鹿市では行きやすさが影響している。こ
れらの項目に対する満足度は低いものであり，改
善が必要な項目である。また，総合満足度の向上
には自家用車によるアクセスが重要ともい
える。実験計画法を用いた訪問意識分析の
結果，駐車場料金の低減が秋田駅周辺地域
への訪問意識の向上に寄与するが，所要時
間の短縮等はほとんど寄与しないことが明
らかとなった（表１）。すなわち，訪問者
数を増やすためには駐車場料金の設定が重
要といえる。
本研究における分析の結果，中心市街地

の活性化には自家用車によるアクセス，特
に駐車場サービスが重要であることが明ら
かとなった。しかし，自家用車によるアク
セス機能の向上は中心市街地活性化を支援するための方策といえる。生活圏を含めたその都市
における中心市街地が有すべき役割や機能を長期的な視点から明確とした上で，これらの方策
について検討する必要がある。

図１　数量化理論Ⅱ類によるレンジの値

表1 分散分析表（秋田市民のみを対象）
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研究紹介

研究テーマ 近代日本における企業社宅街の形成と空間特性に関する研究

研 究 者 名 環境都市工学科　角　　哲

１．はじめに
本研究は，日本の近代化を担った企業が，地方で開発した社宅街の形成と空間特性に関する

建築史研究である。昨今，石見銀山が世界遺産に登録されたが，New Lanark（英）やCrespi
d'Adda（伊）など，海外では社宅街単体が産業遺産に登録されている。社宅街開発は所謂「企
業城下町」の形成要因で，地方都市の空間構成に大きな影響を及ぼした。しかし，建築の分野
社宅街に関する研究は基礎段階にある。そこで，本研究では大規模開発が行なわれる工・鉱業
系企業社宅街を対象に，開発意図，配置計画，住宅を含む福利厚生施設，社宅街生活を把握し，
ソフト・ハード両面から社宅街が有する特性について考察する。

２．研究方法
主な対象企業は，北海道・樺太の工場を中心に，王子製紙，日本製紙，新日本製鐵，日本製

鋼所，日本甜菜製糖，三菱マテリアル，旧財閥系鉱山である。基礎資料は市町村史，社史，新
聞，航空写真などで，企業所蔵の図面蒐集も行なう。ここから操業年代や社宅戸数，建物の構
造・規模など基本情報を把握する。図面が整わない場合，現地調査や聞取り調査から配置図や
建物の復原図を作成する。特に鉱業系企業については北大・東北大・東大・京大・九大の旧５
帝大の旧蔵実習報文の閲覧を行なう。旧蔵実習報文とは，将来幹部職員となる大学生が，１ヵ
月程の鉱山実習を通じて執筆する報告書で，卒業論文に準じる。掘削や換気のほか，福利厚生
など会社運営についても詳述され，企業が保管していない建物や機械などの図面が所収されて
いることが多く資料価値が高い。以上の資料分析と現地調査から，社宅街の空間構成，拡大の
様相を把握し，各社宅街の相違点を抽出する。

３．むすび
これまでは，以下の点を明らかにしている。①職階

級により居住区を峻別し，役職に応じて住宅仕様が異
なる。②新規開発において，製紙業では既存の地区に
連続し，同心円状に広がるのに対し，製鉄業では工場
から距離をおいた敷地とする。特に敷地が傾斜地の場
合，社宅等級（＝職階級）を敷地高低差に反映する③
福利厚生施設，都市基盤施設の充実は地方の都市化を
促し，社宅居住者は都市生活を享受した。医療・体育
施設は一般に解放され，現在の都市ストックになって
いるものも多い④戦中～戦後にも大規模な社宅街開発
を行なった。住宅は衛生や採光，居室の独立性に配慮
した間取りが多く，同時代的にはモダンな生活が営ん
だ⑤ILOの進言などで，工業系企業では1970年代に持
家施策を行なった。旧社宅街の多くは，現在も高い利
便性を有した住宅地として機能している。今後は，各
社宅街を類型化し，俯瞰的，横断的に考察することが
課題である。

図２ 新日鐵釜石小川社宅街（昭和
30年代）

図１　王子苫小牧復原配置図（1944 年）
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研究紹介（平成18年度）

研究テーマ ピッチ判定における優位耳に関する研究

研 究 者 名 自然科学系　大島　静夫

１．はじめに
一対よりなる人間の各種感覚器官において，一方が他方より

何らかの点で優位性を持つと考えられる。聴覚においてはこれ
を優位耳と呼んでいる。優位耳に関する研究としては，Efron，
Yund等によるDichotic Chordを用いたピッチ知覚についての
研究があり，そこではピッチの高低順を判断する聴取実験にお
いて，優位耳の存在することが報告されている。この優位耳に
関する研究分野は，聴覚機構の解明に有用であり，興味深い分
野である。ここでは，Yundの行った実験の内容を紹介すると
ともに，その実験結果を報告する。

２．実験方法
Yundの実験で用いる試験音を図１に示す。今，図１（a）の

ように，第１音として左耳に1650Hz，右耳に1750Hzの純音を，
第２音として左耳に1750Hz，右耳に1650Hzの純音を提示した
とする。このような試験音は聴覚機構内で融合し，ピッチ判定
が不可能と考えられていたが，実際にはほとんどの被験者がピ
ッチの高低順を回答する。図１（a）において，低高順と回答す
る被験者は，左優位耳であり，高低順と回答する被験者は右優
位耳である。次に問題となるのは，優位耳の強さである。この
優位耳の強さは，図１（b）のように，優位耳に非優位耳と同一
の周波数順の釣合音を付加することで測定する。いま，図１（b）
において釣合音(点線)のレベルが低ければ，図１（a）と同一結
果となるが，レベルが高くなると，ついにはエネルギー総和の
大きい高低順と回答するようになり，優位耳への提示音順と逆
順の回答となる。この優位耳への試験音に対するピッチの高低
順判定の正答率が50%になる釣合音のレベルを，優位耳のレベ
ルと定め，この値を求めるのがYundの実験である。図２に，
左優位耳の被験者の実験結果例を示す。

３．実験結果および結論
一般人を対象に優位耳の調査実験を行った。被験者は10代か

ら50代の男性43名，女性16名の59名である。実験は，音圧レベ
ル80dB付近の快適レベルとし，一般実験室を部分的に仕切っ
た環境で行っている。優位耳の分布は，図３（a）に示すように，
左優位耳42名（71%），右優位耳10名（17%），両優位耳７名（12%）
であった。この結果は，前原による（b）KDD オペレーターの優位耳（レシーバーを当てる耳）
の比率とその傾向が，一致していることが，明らかになった。
現在は，狭帯域雑音を使用した場合の優位耳の特性，釣合音無しの場合の優位耳の特性など

を測定しており，ピッチ判定における優位耳の発生機構の解明に取り組んでいる。

図３ 一般被験者の優位耳の
分布

図２　実験結果（左優位耳）

両優位耳 
　12％ 

右優位耳 
　17％ 左優位耳 

71％ 

両優位耳 
　26％ 

右優位耳 
　　16％ 

左優位耳 
58％ 

（a）本研究の優位耳の分布 

（b）KDDオペレーター（男性17名女性90名） 

図１　実験で用いる試験音
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研究紹介

研究テーマ リー環とジョルダン環

研 究 者 名 自然科学系　吉井　洋二

１．緒言

ｎ次行列同士には自然に和，積が定義できる。和に関しては通常の数の和とさほど違った現

象は現れない。ところが積に関しては交換法則が成り立たないので，数の積とは大きく違うわ

けである。即ち，Ａ，Ｂを勝手なｎ次行列とすれば，ABとBAは等しくないのである。では，

ABとBAはどれだけ違うのだろう。一般にAB－BAはゼロでないのだから，AB－BAはＡと

Ｂの非可換度を示す量と考えてよい。ここで，ｎ次行列全体の集合に通常の和と，新しく

AB－BAをＡとＢとの積としたものをマイナス環，あるいはリー環と呼ぶ。さらに，AB＋BA

も２ABとは限らず，何か意味を持った行列になる（実際，AB＋BAは対称行列である）。ｎ次

行列全体の集合に通常の和と，今度はAB＋BAをＡとＢとの積としたものをプラス環，あるい

はジョルダン環と呼ぶ。このように，積があれば必ず上記のような新しい積，AB－BA（リー

積）とAB＋BA（ジョルダン積）が定義できる。私はこのような積が持つ代数的構造を研究し

ている。

２．研究方法

リー環やジョルダン環の研究は，緒言で説明したようなリー積やジョルダン積が持つ基本的

な等式を抽象化することによってなされる。たとえば，ＡとＢとのジョルダン積をＡ・Ｂと書

くことにすれば，緒言でのジョルダン積は

①　Ａ・Ｂ＝Ｂ・Ａ　（交換法則が成り立つ）

② （Ａ・Ａ）（Ａ・Ｂ）＝Ａ・（（Ａ・Ａ）・Ｂ） （ジョルダンの等式）

の二つを満たしていることが簡単にチェックできる（結合法則は成り立たないので括弧が必

要）。そこで抽象的に，和と①②を満たす積が定義されている集合をジョルダン環と呼び，そ

の構造を考察する。たとえば，素数の概念を抽象化することよって得られたイデアルという整

数論で発生した概念がリー環やジョルダン環に対しても定義できる。さらに，素数がないよう

な世界，可換環論の言葉では，自明なイデアルしか存在しない世界，即ち体と呼ばれる概念が

生まれる。可環論ではまず体の性質を理解することから構造論がスタートする。リー環やジョ

ルダン環の体にあたる概念は非可換環論に習って，それぞれ単純リー環，単純ジョルダン環と

呼ばれる。いわゆる有限次元単純リー環や，有限次元単純ジョルダン環の分類は1960年代に完

成した。ところがこの有限次元という条件を落とすと，まだまだ現在でも分類とはほど遠い状

態であり，多くの数学者，物理学者がこの分類に興味を持っている。私はある種の，必ずしも

単純とは限らない無限次元リー環やジョルダン環に興味を持っている。これらの分類が，単純

環の分類に役立つと考えているが，単純環の分類にはさらに多角的な考察が必要となる。

３．結言

自然科学，情報科学，工学においても行列や線形代数の理論は欠かせなくなってきている。

技術者を育てる高専教育において，私の研究は，学生に行列論の広がりや，抽象代数学的立場

からの興味深い新例を示すことができる。従って，自分の研究を推し進めるとともに，その面

白さ，新しさを学生と共有できる教材を開発していくつもりである。
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研究紹介

研究テーマ 遷移金属間化合物による磁歪

研 究 者 名 自然科学系　上林　一彦

１．はじめに

3d, 4d 遷移金属元素Fe, Mnと Rh, Pdは各々原子番号が１つ異なる。それらの一対一合金

FeRh, FePd と MnRh, MnPd は，様々な磁性状態と結晶構造をとることが知られている。

これらの遷移金属間合金の実験報告を第一原理に

基づく数値計算（バンド計算）により，裏付ける

研究を行ってきた。更に，これらの合金の Fe を

Mn, Rhを Pdで一定の割合で置換し，仮想的な合

金の磁性状態と結晶構造の変化を調べた（図１）。

その結果，未だ実験が行われていない二系合金

（Fe,Mn）Rh において，磁性状態と結晶構造の両

方の相転移を伴う体積膨張率の大きな磁歪（外磁

場による磁性体の歪み）の可能性を示唆した（図

２）。現在これらの研究を実証する実験が行われて

おり，実験結果は我々の研究を一部支持すると報

告されている。

２．研究方法

本研究では，密度汎関数法に基づく第一原理計算（数値計算）を用いて行う。このような数

値計算はバンド計算と呼ばれ，実験結果よらない原子番号・結晶構造等を用いて，格子定数・

磁性状態・電子構造を調べることが出来る。その中でも 比較的計算時間が少なくて済む

LMTO-ASA（Linear Muffin-Tin Orbital method with Atomic Sphere Approximation）という

方法を用いて数値計算を行っている。研究の進め方は，バンド計算を用いて 1）実験報告を理

論計算により把握し，2）その手法を実験の行われていない物質系に対して適用，3）興味深い

物質の探索　というステップをとっている。

３．今後の課題

このような磁歪の研究は，物性物理学の理論的な側面と

実用材料開発をつなげる橋渡しとして非常に有用な研究で

ある。ただ，本研究で用いられたRh,Pd元素は希少金属で

あり，実験を行うにも経費が掛かる。そこで今後の研究課

題としては，比較的資源として安定した元素を用いて同様

の理論計算を行い，磁歪材料の探索を行いたいと考えてい

る。また，本研究で示唆した体積磁歪の特長を活かした工

学的応用についても調査し，検討する。更に，このような

体積膨張を伴う磁歪の出現可能性を究明したい。

図１ （Fe, Mn）（Rh, Pd）の磁性状態と結晶
構造

図２ 磁歪が起こりうる組成での磁
性と構造の変化
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研究紹介

研究テーマ
楽園の風俗
―ロバート・ヘリックの理想郷と17世紀の喧噪社会―

研 究 者 名 人文科学系　古河美喜子

１．研究の背景とその意義
ロバート・ヘリック（Robert Herrick, 1591-1674）は宗教改革時代に生きながらスチュアート王朝を
支持した王党派詩人の一人である。1648年にHesperides :Or, The Works Both Humane and Divine of
RobertHerrickEsq.と題する，様々なジャンルの世俗詩1130篇（Hesperides）とその巻末に付された宗
教詩（Noble Numbers）の併せて1402篇から成る詩集を上梓する。この詩人はエリザベス朝の抒情詩
の系譜をひき，一種の刹那主義思想・古代ギリシャの思想でもある「今日を楽しめ」（“carpe diem”）
を主題とする恋愛詩を主として書いた。今なお英詩のアンソロジーに必ずといってよいほど採録され
る‘To the Virgins, to make much of Time

,
（「乙女たちに 時間を大事にするように」）のモチーフは，

現代アメリカ作家のソール・ベロー（Saul Bellow, 1915-2005）の小説のタイトルSeize the Dayなどで
も馴染みあるものだが，もとは古代ローマ詩人のホラティウス（Quintus Horatius Flaccus, 65-8 B.C.）
が愛した主題でもあった。19世紀にSwinburne等によって その抒情的価値を再評価され，イギリス文
学史に定着するようになる。我が国では，明治27年（1894）の大和田建樹篇訳『欧米名家詩集』に簡
単な作者紹介と共に「失せたる乳児」（‘Upon a child that dyed’）そして「牧場よ」（‘To Meadows’）
という詩の二篇が収められ，恐らくこれがヘリックが日本に紹介された最初の例だと思われる。いず
れも抒情的な作品である。
しかしながら，近年のへリック受容・研究動向として，国王の宗教的・政治的干渉と絡めた彼の詩
の検討など年を追って新しい視点の発掘や視野の拡大が見られる。とりわけリーア・マーカスらによ
り，へリックを単なる繊細で流麗な抒情詩人とする従来的評価から，新歴史主義の観点で政治的な一
面を模索する評価への見直しが提示されてきている。マーカスは，安息日の厳守を唱え伝統的娯楽を
非難していたピューリタンたちに対する，婉曲的ながらも痛烈な批判が，へリックの作品中に読み取
れることを示唆する。つまり，王党派詩人たちの「遊びの精神」が，イギリス十七世紀半ばという特
異な時代にあっては，政治的ファクターも持ちうることが明らかになってきたのである。
因みに『ヘスペリディーズ』という詩集のタイトル自体，「地上の楽園」を示すものである。もとも
とは女性の名前，ギリシャ神話に登場するヘスペリディーズ姉妹に由来しているが，後に彼女達が住
む西の果ての「幸福の島」を指してこの語が使われるようにもなった。無論ヘリックはこれになぞら
えて詩集にこの名を付けたものと思われ，17世紀の喧噪社会の醜悪な現実を否定する詩人の批判精神
がタイトルからも見てとれる。

２．現在取り組んでいる論文の目的と構成
［目的］論文ではヘリックの伝記やその時代に目を配りながら，王党派詩人であり，国教会の司祭であ
り，ロイヤリストであったヘリックの描いた理想郷的世界が，ピューリタン社会とはいかに対極的な
世界になっているかについて論じ，そこに込められたピューリタニズム批判のメッセージに着目する。
『ヘスペリディーズ』が，水面下で王党派の政治的プロパガンダとしてどのような形で機能し得るかに
ついて考察したい。勿論本研究においては，マーカスの研究が重要な先行研究になっている。しかし，
本論文では更に，マーカスが分析していないヘリックの博物学的興味の中にも，ピューリタン社会や
動乱の時代に対する当擦りを見出す予定である。すなわち田園の自然や民間信仰・伝説，風俗等が，
ピューリタン批判の道具として使われていたことを示す。加えて，田園を描くことによってピューリ
タン批判を実現することが，ヘリックにとって，反抗の一手段であったと同時に，精神の安定を得る
重要な手段でもあったことを明らかにしたい。生来のエピキュリアン的資質からすると，ヘリックに
とっては，田舎での田園生活を楽しむことと，ピューリタンたちを批判することが，自然な形で繋が
ってゆくからである。つまり，抒情性や美しさばかりが取り上げられ同時代のダンの形而上詩に比べ
るとスパイスが効いていない柔らかな印象や平易さというオブラートには実は政治性や諷刺といった
辛辣なものが隠されているのである。これは言論統制下に詩集を世に送りだすための詩人の一つの策
であったと考えられる。彼の詩は一見単純そうで実は複雑な意図を持っていた。そこがヘリック詩の
大きな魅力の一つである。本論文はその新しい魅力に光を当てる論文である。
［構成］論文の構成として，現在のところ九つの章を想定している。第一部（第一章―第五章）は，田
園生活に隠された政治性，第二部（第六章―第九章）は，博物学・民俗学的興味に隠された政治性，
という二つの大きな柱を軸に論じる予定である。第一部では，先ず17世紀のイギリス社会やヘリック
の宗教的思想を確認する。その上で，イギリスの同時代の詩人たちとの比較することによって，ヘリ
ックの田園生活やその賛美の背後にある政治的要素について再考を加える。第二部では，日本のヘリ
ック詩の受容等を確認しながら，南方熊楠との関わりを事例としてひくことによって，ヘリックが民
俗学の草創者ともいうべき存在であったことを示す。そして，彼の博物学・民俗学的興味の背後に，
反ピューリタニズムという政治的メッセージを見出したい。
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卒業研究テーマ一覧（平成18年度）

卒業研究テーマ名

■機械工学科

担当教員名

卒業研究テーマ名

■電気工学科

担当教員名

誘電体レンズアンテナの放射特性解析

10GHz帯平面アンテナの特性評価と誘電体装荷の効果について

電波の位相情報を利用した小型アンテナの追尾実験

周期構造を有する誘電体平面からのマイクロ波の放射特性解析

メッシュジェネレーター用のGUIの開発

時間領域電磁波計算の境界条件の検討

ビームが通過したときの共振空洞内の電磁場の研究

立体映像表示に関する基礎的研究

MATLABを用いた基本画像処理に関する研究

積層セラミックコンデンサの外観検査システムの開発

回路素子の欠陥計測システム開発に関する研究

直交領域探索問題のための探索アルゴリズムに関する基礎的検討

水面のビジュアルシミュレーション法に関する基礎的研究

宮　田　克　正

〃

〃

〃

山　本　昌　志

〃

〃

柳　原　昌　輝

〃

〃

〃

竹　下　大　樹

〃

Gaを用いたSi3N4/A6061拡散接合

チタン合金の成形シミュレーションとその解析結果

CNC旋盤の加工空間で発生している空気流に関する数値解析

CNC旋盤加工空間形状の設計に関する研究

水平軸風車における年間発電量の誤差について

温度流速計による加熱自由噴流の測定

二足歩行ロボットにおける歩行制御の開発

アクロボットの振り上げ制御の実験的検討

三層積層板の振動減衰特性に及ぼす形状の影響

平面と曲面からなる二次元柱の熱伝達特性に関する研究

上下に細長い開口部を有する干渉管内におかれた水平円管の沸騰熱伝達

アルミニウム缶の機械的性質が破裂挙動に及ぼす影響

潜熱蓄熱材による排熱の有効利用

蓄熱材を含んだ木材の蓄熱特性について

ソナグラムの作成

小形バイブレータの試作

音響合成器の試作

効果音等の録音と分析

Solar Carの電気系駆動系の研究

Solar Carのbody組立と走行速度推定

機械加工による環境影響評価の実験的研究

極小管における高精度内面仕上げ法の研究

シリコン単結晶の表面仕上げ法の研究

安　藤　正　昭

大　上　哲　郎

今　田　良　徳

〃

伊　藤　　　惇

渡　部　英　昭

木　澤　　　悟

〃

〃

土　田　　　一

〃

小　林　義　和

佐々木　　　章

〃

茂　木　良　平

〃

〃

〃

山　崎　保　輔

〃

落　合　雄　二

〃

〃
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アパタイト型イオン伝導体Sr2Nd8（SiO4）6O2の単結晶育成

電源高調波の原因とその低減に関する研究

永久磁石電動機の電磁騒音の測定検討

インバータ駆動誘導電動機の運転特性評価システムの構築

永久磁石式同期電動機における特性評価システムの構築

高効率電力回生形可変電子負荷装置における負荷シミュレータの開発

高効率電力回生形可変電子負荷装置における電力回生制御

DCモータドライブ用Ｈブリッジ回路の設計

不連続汚損面上の直流絶縁破壊

Windowsにおける自動計測法に関する検討

可視光応答型光触媒酸化チタンナノ薄膜の医療器具への実用化研究

電気的特性によるＹナノ薄膜/SiC半導体接触界面に関する研究

USBインタフェースによる自動回転ステージを用いた計測システムの構築

微粒子混合液晶に関する検討

紫外線硬化樹脂による液晶回折素子に関する基礎的研究

騒音下における明瞭度向上に関する基礎研究Ⅲ

劣化信号修復法に関する基礎研究Ⅴ

水素型原子のエネルギー準位と波動関数の計算，及びその応用

高　橋　身　佳

〃

〃

〃

安　東　　　至

〃

山　崎　博　之

田　畑　季　章

伊　藤　桂　一

浅　野　清　光

〃

田　中　将　樹

〃

〃

〃
上　田　　　学
（自然科学系）

大　島　静　夫
（自然科学系）

黒　田　　　潔
（自然科学系）

卒業研究テーマ名

■物質工学科

担当教員名

2, 6－ジエチニルナフタレンの合成

ジエチニル化反応の検討

ポルフィリン－ヘテロポリ酸複合体の合成

新規ヘテロポリ酸塩の合成と酸触媒としての特性

1, 4－ジヒドロピリジン誘導体の合成

三環性ジヒドロピリジン誘導体の合成

真菌を用いた芳香族化合物の分解

放線菌および真菌によるカルバゾールの水酸化

土壌細菌によるインドールのインジゴへの変換

オゾンによる油脂の分解の生成物の変異原性

油とオゾン分解物の分解

鉄酸化細菌によるポリ乳酸の分解Ⅰ　－ポリ乳酸の加水分解－

Ti（0001）表面に対する酸素の吸着確率

極薄酸化チタン膜の熱分解過程

リネン着色物の解析と着色機構解明

重度汚濁水からのマンガン除去条件の研究

アルカリ存在下におけるゴミ溶融炉スラグ微粉末の水和反応

セリウム系黄色無機顔料の開発

鉛－銀合金アノードの低電流密度時の挙動について

鉛をベースとする新しいアノード材の開発

須　川　　　浩

〃

佐　藤　徹　雄

〃

豊　嶋　幸　子

〃

上　松　　　仁

〃

〃

岡　村　澄　夫

〃

石　塚　眞　治

〃

徳　光　直　樹

〃

〃

〃

野　坂　　　肇

〃

卒業研究テーマ一覧（平成18年度）

佐　藤　彰　彦
（自然科学系）
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卒業研究テーマ名

■環境都市工学科

担当教員名

過圧密履歴を受けた高有機質土の繰返しせん断特性について

高有機質土の繰返し圧密による強度・変形特性について

高有機質土の一面せん断および一軸圧縮強さに及ぼす過圧密履歴の影響

スラグと短繊維の混合による土質改良について

秋田市を対象としたボーリング資料のデータベース化と検索システムの構築

秋田・男鹿地区における微動観測による深層地盤構造の推定

積雪寒冷地における住宅の振動特性に関する基礎的研究

秋田市内の既存建築物に対する心理評価に関する研究

仲小路の空間の分節化についての考察

景観への取り組みの手法についての考察

近代秋田の学校建築にみる外観意匠の展開と推移

近代秋田の官庁，公共施設にみるセンターポーチの外観意匠について

秋田市における降雨水質の特徴とその推移について

大気中の二酸化窒素濃度変化とその特徴について

八郎湖流入河川馬踏川の水質の季節変動に関する調査研究

藻類の増殖に伴う栄養塩の挙動に関する実験的研究　-馬踏川を例として-

プレストレス木床版材料としてのLVLの適応性

プレストレス木床版歩道橋の設計とコスト評価による実用性の検討

組紐状アラミド繊維補強材を用いたコンクリート部材の力学特性

有機繊維補強材を用いたコンクリート部材の力学特性

小泉潟公園の利用実態と整備に関する調査研究

秋田港の整備に関する調査研究

世界遺産白神山地の観光および道路整備の評価に関する研究

秋田市雄和における生活交通サービスの確保に関する研究

歩行者からみた生活道路の安全性評価に関する研究

地方都市の中心市街地に対する住民意識分析に関する研究

冬期間における運転者のリスク認識に関する研究

対　馬　雅　己

〃

〃

〃

水　田　敏　彦

〃

〃

恒　松　良　純

〃

〃

阿　部　和　彦

〃

佐　藤 悟

〃

羽　田　守　夫

〃

堀　江　　　保

〃

桜　田　良　治

〃

折　田　仁　典

〃

〃

日　野 智

〃

〃

〃

固相法によるBaTiO3生成に及ぼす原料粉末の粒径

粉末成形体からのBaTiO3生成の熱膨張計による観察

固相法によるBaTiO3の生成反応に及ぼす融液の影響 －反応進行度の速度論的考察－

BaTiO（C2O4）2･4H2Oの調製と熱分解によるBaTiO3の生成プロセス

チタニア微粒子添加時の光殺菌特性

超音波発生装置の性能評価と殺菌特性

光殺菌に及ぼす超音波照射の影響

酸化亜鉛を用いた色素増感太陽電池の検討

多層色素増感型太陽電池の検討

湿式太陽電池の封止技術の検討

傳　井　　　栄

〃

〃

〃

船　山　　　齊

〃

〃

西　野　智　路

〃

〃

卒業研究テーマ一覧（平成18年度）



－39－

宮田克正 
（教授　電気情報工学科） 

安東　至 
（助教授　電気情報工学科） 

桜田良治 
（助教授　環境都市工学科） 

上田　学 
（助教授　自然科学系） 

田中将樹 
（講師　電気情報工学科） 

水田敏彦 
（助教授　環境都市工学科） 

基盤研究（C）   17年度から18年度 

基盤研究（C）   17年度から19年度 

萌芽研究　　    18年度から19年度 

若手研究（B）   17年度から19年度 

若手研究（B）   17年度から19年度 

若手研究（B）   18年度から20年度 

合　　　計　　6　件　　7,400（千円） 

合　　　計　　9　件　　　3,140（千円） 

秋田基準寝具（株） 物 質 工 学 科　教　授　　徳　光　直　樹 

電気情報工学科　助教授　　安　東　　　至 

機 械 工 学 科　助教授　　小　林　義　和 

機 械 工 学 科　教　授　　大　上　哲　郎 

機 械 工 学 科　教　授　　落　合　雄　二 

環境都市工学科　教　授　　対　馬　雅　己 
物 質 工 学 科　教　授　　徳　光　直　樹 

機 械 工 学 科　助教授　　木　澤　　　悟 

電気情報工学科　助教授　　山　本　昌　志 

機 械 工 学 科　教　授　　茂　木　良　平 

長岡技術科学大学 

（株）神戸製鋼所 

むつみ建設（株） 

秋田化学工業（株） 

広洋産業（株） 

協同油脂（株） 

石川島播磨重工業（株） 

（株）ホクシンエレクトロニクス 



外部資金受入実績一覧（過去5年間） 
区　　　分 

（申請数） 

採択件数 科学研究費補助金 

民間との共同研究 

受　託　研　究 

奨 学 寄 附 金  

合　　　計 

金　　額 

件　　数 

金　　額 

件　　数 

金　　額 

件　　数 

金　　額 

件　　数 

金　　額 

金額：千円 

（41） 

7

7,100

7

2,400

2

3,200

33

9,126

49

21,826

（40） 

8

8,500

10

3,645

1

2,600

25

9,770

44

24,515

（37） 

8

5,000

9

3,178

6

6,985

20

7,395

43

22,558

（39） 

6

9,900

7

3,850

3

4,950

29

6,839

45

25,539

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

（32） 

6

7,400

9

3,140

3

3,027

32

8,131

50

21,698

平成18年度 
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（財）あきた企業活性化センター 

消防庁 

鹿島建設（株） 

（株）日立製作所 日立研究所 

電気情報工学科　講　師　　田　中　将　樹 

環境都市工学科　助教授　　水　田　敏　彦 

環境都市工学科　助教授　　水　田　敏　彦 

電気情報工学科　　教　授　高　橋　身　佳 

電気情報工学科　　助教授　安　東　　　至 

　　　　　　　　　校　長　島　田　昌　彦 

サンケン電気（株） 
電気情報工学科　　助教授　山　本　昌　志 

秋田工業高等専門学校産学協力会 

環境都市工学科　　教　授　折　田　仁　典 （株）ウヌマ地域総研 

機 械 工 学 科　　教　授　茂　木　良　平 （株）メトラン 

新日本製鐵（株）鉄鋼研究所 機 械 工 学 科　　教　授　大　上　哲　郎 

合　　　計　32　件　　8,131（千円） ※上記の外，後援会からの寄附金等 

合　　　計　　3　件　　3,027（千円） 
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地域共同テクノセンター平成18年度活動一覧

実施時期 事　　業　　名　　等 総　　　括

５月17日�

☆Ｈ18年度第１回地域共同テクノセンター専門委員会開催
年度計画／第１回運営委員会議題／高専テクノフォーラム展示候補／
H18年度各種講演会講演者候補案作成／
地域共同テクノセンター報第４号　内容及び発行スケジュール

６月１日� ★Ｈ18年度第１回地域共同テクノセンター運営委員会開催　
H17年度総括とH18年度計画案について 外部委員７名出席のもと開催

６月10～11日
（土，日）

第５回産学官連携推進会議（内閣府等主催：国立京都国際会館）
◎高専機構：産学連携パンフレット作成
◎東北７高専合同で展示（秋田高専：２件出展　ナノ技術の学科横断PJ

とセメントリサイクル）

参加者約3000名（産業界620名）
49高専103名（昨年43高専72名）
展示22高専　（昨年６高専）

６月27日�

６月12日�

７月20～21日
（木，金）

７月25日�

７月29～30日
（土，日）

10月11日�

☆Ｈ18年度第２回地域共同テクノセンター専門委員会開催
運営委員会報告／テクノセンター報　依頼内容と依頼者の決定等／技術
研究会の詳細（ポスター，案内送付先　その他）／
H18年度各種講演会講演予定者の決定

最先端技術講演会：内視鏡医学と最新技術
講師：オリンパスメディカルシステム（株）小納良一氏

（秋田高専主催、秋田高専産学協力会共催：秋田高専大講義室）

第４回全国高専テクノフォーラム
（高専機構主催：長岡高専担当：ホテルニューオータニ長岡）
◎秋田高専：２件出展（環境技術の学科横断PJとセメントリサイクル）

☆Ｈ18年度第３回地域共同テクノセンター専門委員会開催
地域共同テクノセンター報／技術研究会／知的財産支援セミナーの進捗
状

第11回テクノゾーンフェスティバル（秋田県学術国際部主催）
（テクノリサーチゾーン：秋田市新屋）

知的財産教育支援セミナ（弁理士による講演会）開催（秋田高専大講義室）
大塚特許事務所　永川弁理士（平成元年秋田高専電気工学科卒）による
講演｢特許の基礎知識―企業開発者として知っておくべきこと｣

５年生，専攻科生，産学協力会会
員等250名参加

59高専262名参加（本校から４名
参加）

4000名：ロボコンロボット（２教
員４学生）

３月16日� ☆Ｈ18年度第６回地域共同テクノセンター専門委員会開催
第７回技術研究会に関して／　H18年度総括／Ｈ19年度年度計画

特許講演会
相談会：秋田県知的財産権センター員による相談会の開催　
講演会：秋田県知的財産権センター員による講演会（東北経済産業省後援）
講　師：秋田県知的財産権センター田嶋特許情報活用支援アドバイサー

講演会：専攻科１年生を対象に１
月15日開催

本校OBの弁理士による講演。
５年生，専攻科生，産学協力会会
員等約200名参加

10月　上旬 ■地域共同テクノセンター報　第４号　発行

12月12日� ★Ｈ18年度第２回地域共同テクノセンター運営委員会開催 外部委員５名出席のもと開催

11月27日�
あきた産学官連携フォーラム＆知の種苗交換会
（あきた企業活性化センター，秋田県立大学地域共同研究センター，秋田大
学地域共同研究センター，秋田高専テクノセンター､秋田県　合同主催）

約240名参加
本校から発表２件，パネル展示３
件，参加者10名

12月４日�
☆Ｈ18年度第４回地域共同テクノセンター専門委員会開催
テクノセンター報第4号の反省／H18年度第２回運営委員会議題／第７回
技術研究会／第２回東北地区高専テクノセンター長会議

12月21～22日
（木，金）

第２回東北地区高等専門学校テクノセンター長会議
（担当校：福島工業高等専門学校）

２月19日� ☆Ｈ18年度第５回地域共同テクノセンター専門委員会開催
運営委員会報告／第７回技術研究会に関して

２月23日�

●第７回技術研究会　　　　
ポスターセッション（特別研究等20件）、研究設備見学会３ヶ所、研究
公開２件、産学連携関係の講演２件（その他、共同研究成果のマグナス
風車特別展示）

（秋田高専地域共同テクノセンター＆大講義室＆各科実験室）

参加者：学外47名，学内37名　計
84名

シーズ紹介 産学連携関連行事への参画 産学官交流の集い（福島）他６件

産学協力会
研　修　会

第33回　最先端技術講演会（７月12日大講義室開催）
第34回　研修会（１月18日�秋田ビューホテル開催）

秋田県産学
振興連絡会議

事務局：（財）あきた企業活性化センター産学連携推進グループ：毎月開催
センター長又は専門職員が参加。高専事業等のＰＲ，県内情報の収集
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関連行事紹介

平成18年度の最先端技術講演会：「内視鏡医学と最新技術」

主　催　：秋田工業高等専門学校地域共同テクノセンター，秋田高専産学協力会共催
日　時　：平成18年７月12日(水) 午後４時00分～５時15分
会　場　：秋田工業高等専門学校　大講義室
講　師　：オリンパスメディカルシステムズ（株）商品企画本部研開業務部長　小納良一氏
題　目　：「内視鏡医学と最新技術」
聴講者 ：　本科５年生・専攻科生・教職員・外部関係者
講演会の趣旨等：最先端技術講演会は，「秋田高専中期５ヶ年計画」に基づき実施するもので，
学生が普段は触れることが少ない最先端技術について，企業の技術者から直に話を聞くことを
目的とし，平成17年度からスタートし，今年で２回目を迎えた。今年度の講演会には，秋田高
専産学協力会会員企業，秋田県公設研究機関，秋田県立大等からの参加者も加わり，約250名
の出席者が，示唆に富んだ講演内容を熱心に聴講した。

【講演概要】
講演は，内視鏡の説明，内視鏡の応用技術，最新

の内視鏡と続き，最後に医療機器の開発について紹
介された。講演会場には，新開発の画像診断システ
ムを取り入れた最新の内視鏡システムを持ち込み，
体内挿入部の動きや，操作，実際の映像等を見せつ
つ講演された。また，一般には見ることが難しい内
視鏡による手術の実映像をまじえて，医療技術の発
展に大きく貢献している内視鏡の最新技術について
説明された。以下に，その内容の一部を紹介する。
①内視鏡について：胃や腸の内視鏡検査は広く普及し，多くの早期癌が発見され治療されてい
る。現在ではその特長を活かし，消化器内科，泌尿器科，産婦人科，消化器外科，整形外科，
耳鼻科など様々な領域で，それぞれに適応したタイプの内視鏡により，診断・治療・手術が行
われている。また，内視鏡の医学的な活用は，単なる診断から処置，治療の方向に進展してき
ている。
②最新の内視鏡：管を用いずにCCDカメラ・LED照明・画像伝送・バッテリーを内蔵した，
径11mm＊長さ26mmのカプセルを飲むだけで診断できる「カプセル内視鏡」が今後期待され
ている。欧州では実用化され，特に小腸の診断に威力を発揮している。現状は，画像による診
断だけで，組織の採取や治療はできないが，内視鏡が届かない，内視鏡を飲む苦しみがない等
の利点も多く，今後更なる活用が見込まれている。
③医療機器の開発：実用に即した医療機器の開発を難しくしている大きな要因は，医療機器の
実践を図れるのが医師や看護士に限られていることにある。これを解決するためには，開発エ
ンジニアが限りなく医師に近づく必要があり，1）医師と同等レベルに医学知識を習得するこ
と，2）医療現場を熟知すること　が肝要である。つまり，医療機器の開発は，医学と工学の
融合にあり，「新しい医学的な手法・技術（医師）」と「その手法・技術を実践するための医療
機器の開発」が相俟って初めて進展する。
④まとめ：内視鏡を使用する医師や研究者の様々なニーズ（要望・夢）が，内視鏡に関連する
新たな技術開発を促進させ，また技術の進歩が新たな診断法・治療法を生み出すというスパイ
ラルを創り出している。内視鏡と内視鏡医学の役割は，1）医師，看護士に優しい，2）医療経
済にやさしい，3）地球環境にやさしい医療の実現を図ることである。
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知的財産教育支援セミナー共催：永川行光弁理士による講演会

主　　催：東北経済産業局　平成18年度「知的財産権制度教育支援事業（秋田県）」
実　　施：（社）発明協会秋田県支部
実施協力：秋田工業高等専門学校　地域共同テクノセンター
日　　時：平成18年10月11日（水）15:00～16:30
会　　場：秋田工業高等専門学校　大講義室
講　　師：永川行光弁理士　大塚国際特許事務所　所属

平成元年　 秋田工業高等専門学校電気工学科卒業
平成３年　 東京農工大電子工学科卒業
平成３年　 川崎製鉄（現在のJFE）入社
平成６年　 川崎製鉄退社
平成７年　 大塚国際特許事務所　入所
平成16年　弁理士試験合格　同登録

題　　目：「特許の基礎知識―企業開発者が知っておくべきことー」
聴 講 者：５年生・専攻科生・教員・外部関係者
講演概要
高学年を対象とした知的財産権に関する教育支援セミナーは，平成16年度から始め，今年度

で３回目を迎えた。１回目は，「卒業研究から特許を生み出す」と題して，創成国際特許事務

所所長　弁理士　佐藤辰彦弁理士会統括副会長にご講演いただき，２回目は，「高専学生への

知的財産に関する期待」と題して，牛久特許事務所所長　弁理士　牛久健司弁理士会知的財産

支援センター長にご講演いただいた。

第３回目の今年度は，秋田高専OBで大塚国際特許事務所　永川行光弁理士に「特許の基礎

知識－企業開発者が知っておくべきこと－」と題してご講演いただいた。ご講演は，「特許と

は」「発明とは」と知財に関する基本的事項の解説に始まり，「発明とは難しいことなのか」に

ついて，左右両開きの扉の開発を例に挙げながら，特許出願のための書類作成方法，特許取得

のための手続きの流れ，拒絶理由通知があった場合の出願人の対応の仕方等について分かりや

すく解説された。また，最後に「社会人1年生への準備」ということで，先輩としての経験談

を交えながらユーモア溢れる講演が行われた。

当日は，秋田高専の５年生及び専攻科生全員のほか，秋田高専教職員，秋田高専産学協力会

会員企業や県関係者等から約200名が参加され，熱心に聴講された。

関連行事紹介
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秋田高専地域共同テクノセンター　第７回技術研究会

主　催：秋田工業高等専門学校地域共同テクノセンター
日　時：平成19年２月23日（金）午後１時30分～午後６時
会　場：秋田工業高等専門学校　大講義室，地域共同テクノセンターほか
プログラム：《専攻科特別研究等のポスターセッション》午後１時30分～午後６時

《研究設備の見学会》午後２時～午後３時
《研究公開》午後３時～午後３時40分（大講義室）
「ナノテクノロジーを用いた次世代生産技術の創生」

秋田工業高等専門学校電気情報工学科教授　浅野　清光 氏
「局所構造制御による機能性材料の開発研究」

秋田工業高等専門学校自然科学系助教授　黒田　　潔 氏
《講　演》午後３時40分～午後５時30分（大講義室）
「秋田県の産学連携に関する取組と今後の展望」
（財）あきた企業活性化センタープロジェクトマネージャー　吉田　　徹 氏

「東北大学の産学連携及び地域連携に関する取組と今後の展望」
東北大学産学官連携推進本部研究推進部長　特任教授　霜山　忠男 氏

【技術研究会概要】
この技術研究会には，秋田高専産学協力会会員企業や県内企業関係者，秋田県公設研究機関

関係者，秋田県庁や秋田市役所職員，秋田県立大，秋田高専教員など約80名が参加し，示唆に
富んだ講演等を熱心に聴講し，発表内容について活発な質問や意見交換が行われた。
１．研究公開
現在，学科横断型プロジェクト研究として推進中の

上記２件の研究テーマについて，その代表研究者であ
る浅野教授，黒田助教授より現状までの成果と今後の
課題等について紹介された。
２．講　　演
産学連携，地域連携を主題として，２件行われた。

１件目は，「秋田県の産学連携に関する取組と今後の
展望」と題して，新聞に見る産学連携の傾向，県内総
生産GDPの推移に見る特徴や各組織とその連携体制
等につき，（財）あきた企業活性化センタープロジェクトマネージャー　吉田徹氏に御講演いた
だいた。２件目は，東北大学産学官連携推進本部研究推進部長　霜山忠男氏より「東北大学の
産学連携及び地域連携に関する取組と今後の展望」と題して，東北大学の産学連携の現状と取
組状況等についてご講演された。
３．研究設備等見学会とポスターセッション
研究公開や講演会に先だって行われたと「研究設備等見学会」は，電気情報工学科「材料物

性実験室」（浅野教授），自然科学系「応用物理実験室」（黒田助教授），機械工学科の「メカト
ロ実験室」（今田助手）の３箇所を３班に別れて約40名の方が見学された。研究設備や研究成
果の説明を通して，各実験室とも活発な議論が展開された。また，ポスターセッションの会場
（テクノコミュニティ）では，専攻科特別研究13件，共同研究＆受託研究７件の研究紹介パネ
ルが展示され，また秋田高専教員と地元企業の共同研究の成果であるマグナス風車（写真）も
特別展示され，参加者の注目を集めていた。

関連行事紹介
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関連報道記事
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秋田工業高等専門学校地域共同テクノセンター規則

（趣旨）
第１条 秋田工業高等専門学校学則（昭和39年規則第１号）第52条の２第２項の規定に基づく秋

田工業高等専門学校地域共同テクノセンター（以下「テクノセンター」という。）の組織運営
についてはこの規則の定めるところによる。

（目的）
第２条 テクノセンターは，秋田工業高等専門学校（以下「本校」という。）と民間等外部の機関

（以下「民間機関等」という。）との共同研究及び技術相談等を推進することにより，地域産
業の振興，活性化に寄与することを目的とする。

（業務）
第３条　テクノセンターは，次の各号に掲げる業務を行う。
一　テクノセンターの管理・運営に関すること。
二　民間機関等との共同研究，受託研究等に関すること。
三　民間機関等に対する技術開発相談及び学術情報の提供に関すること。
四　民間機関等との技術協力に関すること。
五　民間機関等の技術者に対するリフレッシュ教育に関すること。
六　その他センターの目的を達成するために必要な事項

（センター長等）
第４条　テクノセンターに，地域共同テクノセンター長（以下「センター長」という。）を置く。
２　センター長は，本校教員のうちから校長が任命する。
３　センター長は，テクノセンターの業務を掌理する。
４ センター長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，センター長に欠員が生じた場合
の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。

第４条の２　テクノセンターに，副地域共同テクノセンター長（以下「副センター長」という。）を
置く。

２　副センター長は，本校教員のうちから校長が任命する。
３　副センター長は，センター長の職務を補佐する。
４ 副センター長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，副センター長に欠員が生じた
場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。

第４条の３　テクノセンターに，地域共同テクノセンターコーディネーター（以下「コーディネ
ーター」という。）を若干名置く。

２　コーディネーターは，校長が委嘱する。
３ コーディネーターは，本校と国若しくは地方公共団体又は民間企業等と連絡調整し，研究
成果の社会還元の促進を図る。
４ コーディネーターの任期は１年とし，再任を妨げない。ただし，コーディネーターに欠員
が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。

（運営委員会）
第５条 テクノセンターの運営に関する事項を審議するため，秋田工業高等専門学校地域共同テ

クノセンター運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。
２　委員会に関する事項は，別に定める。
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（専門委員会）
第６条 テクノセンターの運営に関する事項を審議するため，秋田工業高等専門学校地域共同テ

クノセンター運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。
２　委員会に関する事項は，別に定める。

（庶務）
第７条　委員会の庶務は，企画室において処理する。

（雑則）
第８条　この規則に定めるもののほか，テクノセンターに関し必要な事項は，別に定める。

附　則
この規則は，平成12年４月１日から施行する。
附　則
この規則は，平成16年５月７日から施行し，平成16年４月１日から適用する。
附　則
１　この規則は，平成16年９月３日から施行し，平成16年４月１日から適用する。
２ （略）
附　則
この規則は，平成17年４月１日から施行する。
附　則
この規則は，平成17年12月５日から施行する。
附　則
この規則は，平成19年４月１日から施行する。
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秋田工業高等専門学校地域共同テクノセンター運営委員会規則

（設置）
第１条 秋田工業高等専門学校（以下「本校」という。）に秋田工業高等専門学校地域共同テクノセ

ンター運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。
（目的）
第２条 委員会は，本校と民間等外部の機関（以下「民間機関等」という。）との連携を推進するこ

とにより，本校の教育及び研究の進展を図るとともに，地域産業の振興，活性化に寄与する
ことを目的とする。

（組織）
第３条　委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。
一　校長
二　地域共同テクノセンター（以下「テクノセンター」という。）長
三　教務主事
四　専攻科長
五　各学科主任及び各学系主任
六　外部有識者５名程度
七　事務部長
八　その他校長が必要と認めた者
（任期）
第４条　前条第６号及び第８号の委員の任期は２年とし，再任を妨げない。
２　前項の委員に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。
（審議事項）
第５条　委員会は，次の各号に掲げる事項を審議する。
一　テクノセンターの運営，設備等の利用計画，事業計画に関すること。
二　秋田工業高等専門学校産学協力会との連携に関すること。
三　民間機関等との共同研究，受託研究等の受入れに関すること。
四　リフレッシュ教育に関すること。
五　その他必要事項
（委員長）
第６条　委員会に委員長を置き，校長をもって充てる。
２　委員長は，委員会を招集し，その議長となる。
３　委員長に事故がある場合は，あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代行する。
（地域からの要請等の受入れ決定）
第７条　地域からの要請等の受入れは，委員会の審議に基づき，校長が決定する。
２　前項の受入れは，本校の教育・研究に支障がない範囲で行うものとする。
（委員以外の者の出席）
第８条　委員会は，必要に応じ委員以外の者を出席させて意見を聴くことができる。
（庶務）
第９条　委員会の庶務は，企画室において処理する。
（雑則）
第10条　この規則に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，別に　定める。
附　則
この規程は，平成12年４月１日から施行する。
附　則
この規程は，平成16年５月７日から施行し，平成16年４月１日から適用する。
附　則
この規程は，平成17年４月１日から施行する。
附　則
この規程は，平成19年４月１日から施行する。
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秋田工業高等専門学校地域共同テクノセンター専門委員会要項

（設置）
第１ 秋田工業高等専門学校地域共同テクノセンター規則第６条第２項の規定に基づき，秋田工業
高等専門学校地域共同テクノセンター専門委員会（以下「専門委員会」という。）を置く。

（目的）
第２　専門委員会は，次に掲げる事項を検討・処理する。
一　地域共同テクノセンターの事業の実施方法に関すること。
二　その他専門的事項

（組織）
第３　専門委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。
一　地域共同テクノセンター運営委員会規程第３条第２号の委員１名
二　専攻科の教員２名（生産システム工学専攻１名，環境システム工学専攻１名）
三　各学科の教員　各２名
四　各学系の教員　各１名
２　前項第２号から第４号までの委員は地域共同テクノセンター長が任命する。

（任期）
第４　第３第２号，第３号及び第４号の委員の任期は１年とし，再任を妨げない。
２　前項の委員に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。

（委員長）
第５　専門委員会に委員長を置き，第３第１号の委員をもって充てる。
２　委員長は，専門委員会を招集し，その議長となる。
３　委員長に事故がある場合は，あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代行する。

（庶務）
第６　専門委員会の庶務は，企画室において処理する。

（雑則）
第７　この要項に定めるもののほか，専門委員会の運営に関し必要な事項は，別に定める。

附　則
この要項は，平成17年４月１日から施行する。
附　則
この要項は，平成19年４月１日から施行する。
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地域共同テクノセンター運営委員会

委員長 校　　　　　　　　　　　長 島　田　昌　彦

委　員 地域共同テクノセンター長 落　合　雄　二

〃　 教　　　務　　　主　　　事 成　田　文　雄

〃　 専　　　攻　　　科　　　長 須　川　　　浩

〃　 機　械　工　学　科　主　任 茂　木　良　平

〃　 電 気 情 報 工 学 科 主 任 � 橋　身　佳

〃　 物　質　工　学　科　主　任 船　山　　　齊

〃　 環 境 都 市 工 学 科 主 任 羽　田　守　夫

〃　 人　文　科　学　系　主　任 手　島　邦　夫

〃　 自　然　科　学　系　主　任 成　田　　　章

〃 外部有識者：秋田大学地域共同研究センター長 濱　田　文　男

〃　 外部有識者：秋田県学術国際部科学技術課長 長谷部　　　功

〃　 吉　田　　　徹

〃 外部有識者：DOWAセミコンダクター秋田（株）代表取締役 木　原　茂　文

〃 外部有識者：（株）五洋電子取締役 杉　村　芳　広

〃 外部有識者：インスペック（株）代表取締役 菅　原　雅　史

〃 外部有識者：（株）MECARO代表取締役 村　上　信　博

〃 事 　 　 務 　 　 部 　 　 長 佐　藤　義　克

幹　事 総 　 　 務 　 　 課 　 　 長 長　代　健　児

地域共同テクノセンター専門委員会

委 員 長 セ　ン　タ　ー　長 落　合　雄　二

副委員長 副　セ　ン　タ　ー　長 脇　野　　　博

委　　員　 生産システム工学専攻・機械工学科 大　上　哲　郎

〃 環境システム工学専攻・環境都市工学科 対　馬　雅　己

〃　 機　械　工　学　科 小　林　義　和

〃　 電 気 情 報 工 学 科 田　中　将　樹

〃　 〃 竹　下　大　樹

〃　 物　質　工　学　科 上　松　　　仁

〃　 〃 丸　山　耕　一

〃　 環 境 都 市 工 学 科 垣　松　良　純

〃　 自　然　科　学　系 渡　邊　朋　雄

地域共同テクノセンターコーディネーター

名誉教授 門　脇　義　次

名誉教授 伊　藤　　　惇

外部有識者：秋田企業活性化センター産学連携推進
外部有識者：グループプロジェクトマネージャー
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秋田工業高等専門学校産学協力会平成18年度事業報告

事　業　名 実　施　月　日 事　　業　　内　　容

平成18年度
第1回役員会

平成18年４月24日�16:00～
於：秋田高専テクノコミュニティ

平成17年度事業報告・決算報告（案）及び平成18年度事業計画・予算（案），
平成18・19年度役員（案），平成18年度総会について，平成17年度ロボット
コンテスト等助成金について，その他

平成18年度
定期総会

平成18年５月22日�17:00～
於：ホテルメトロポリタン秋田

平成17年度事業報告（案）・決算報告（案），平成17年度会計監査報告，役員
改選について，平成18年度事業計画（案）・予算（案）について，その他
出席者：会員企業19社23名，高専14名，計37名

ロボコン
東北地区大会

平成18年10月29日�
於：一関高専（全国大会11月
26日�於東京）

本校からチームA「ぶりこ」，チームB「杉小町」が出場，A「ぶりこ」が
優勝して全国大会にこまを進めた。

第33回研修会
（地域共同テクノセン
タ－共催）

平成18年７月12日�16:00～
於：秋田高専　大講義室

平成18年度最先端技術講演会
演　題：「内視鏡医学と最新技術」

講師：オリンパスメディカルシステムズ�
商品企画本部研究業務部長　　小納　良一氏

司会：地域共同研究センター長教授　落合　雄二氏
参加者：約250名（企業，行政，高専教職員及び専攻科，本科学生等）

会報第32号 平成18年８月25日発行 最先端技術講演会（第33回研修会），平成18年度定期総会報告，高専教職
員の異動等を掲載

平成18年度
第２回役員会

平成18年11月29日�17:30～
於：ホテルメトロポリタン秋田

平成18年度事業実施報告及び実施計画について，会費の納入状況について，
次回（第34回）研修会について，その他

会報第33号 平成18年12月25日発行 高専ロボコン大会報告，県内企業訪問について，その他

産学協力会員企業
紹介誌

平成19年１月１日現在 ４学年保護者進路相談会（１月27日・28日）で配付

産学協力会会長賞 平成19年３月７日�
各賞授賞式・終業式

受賞者：東海林和輝君（環境都市工学科）

会報第34号 平成19年３月15日発行 本年度研修会のまとめ，研修会報告・記念講演要旨，産学協力会会長賞等

第34回研修会 平成19年１月18日�16:00～
於：秋田ビューホテル

演題１：｢キャビテーション｣を伴う翼の理論的研究
講師：機械工学科教授　　　伊藤　惇　氏

演題２：｢画像処理｣－計測への応用
講師：電気情報工学科教授　柳原　昌輝　氏

参加者：企業８名，公設試等８名，高専25名　計41名
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秋田工業高等専門学校産学協力会規約

（目的）
第１条 本会は，秋田工業高等専門学校に協力するとともに，相互の連携を密にし地域社会の発展に資す

ることを目的とする。
（名称）
第２条　本会は，秋田工業高等専門学校産学協力会と称する。
（事業）
第３条　本会は，第１条の目的を達成するため，次の事業を行う。

一　教育研究の充実に関すること。
二　地域産業の発展に関すること。
三　産学間の調整に関すること。
四　その他本会の目的達成に必要な事業に関すること。

（会員）
第４条　本会の会員は，本会設立の趣旨に賛同する者をもって組織する。
（役員）
第５条　本会に次の役員を置く。

一　会　長　　１名
二　副会長　若干名
三　理　事　若干名
四　幹　事　若干名
五　監　事　　２名

２　役員の任期は２年とし，再任は妨げない。ただし，補欠の役員の任期は，前任者の残任期間とする。
（役員の職務）
第６条　前条第１項の役員の職務は次のとおりとする。
２　会長は，本会を代表し会務を統括する。
３　副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときは，その職務を代行する。
４　理事及び幹事は，重要事項を審議し，これを処理する。
５　監事は，本会の会計を監査する。
（役員の選任）
第７条　会長は，総会において会員中より選出し，副会長，理事，幹事及び監事は会長が委嘱する。
（顧問・参与）
第８条　第５条第１項のほかに顧問及び参与を置くことができる。
２　顧問及び参与は，役員会の推薦で会長が委嘱する。
３　顧問及び参与は，会長の要請に応じ，または会議に出席し意見を述べることができる。
（総会）
第９条　総会は，定期総会と臨時総会とし，会長がこれを招集し，議長となる。
２　定期総会は毎年５月に開催する。
（役員会）
第10条　役員会は，会長，副会長，理事及び幹事をもって組織し，必要の都度会長がこれを招集する。
２　役員会は，総会に上程する議案及び重要事項を審議する。
３　役員会は，必要に応じて，秋田工業高等専門学校地域交流委員会の意見を微するものとする。
（経費）
第11条　本会の運営は，会費，寄付金その他の収入をもって充てる。
（会計年度）
第12条　本会の会計年度は，毎年４月１日より始まり翌年３月31日に終わる。
（その他）
第13条　本規約に定めるもののほか，必要な事項は，役員会においてこれを定める。
〔細則〕 第４条の会員は以下をもって構成する。

１　法人会員　
２　個人会員（秋田工業高等専門学校卒業生とする）

（附則）この規約は，平成４年５月18日から施行する。
この規約は，平成６年５月19日から施行する。
この規約は，平成９年５月13日から施行する。
この規約は，平成16年５月22日から施行する。
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秋田工業高等専門学校産学協力会会員企業（平成18年７月１日現在）

１　秋田活版印刷株式会社

２　秋田十條化成株式会社

３　秋田ジンクソリューションズ株式会社

４　株式会社秋田新電元

５　秋田住友ベーク株式会社

６　秋田製錬株式会社 飯島製錬所

７　アキタ・セキエレクトロニクス株式会社

８　株式会社アキタ電子システムズ

９　秋田ニチレイ株式会社

10 アダマンド工業株式会社 湯沢工場

11 東電化工業株式会社

12 インスペック株式会社

13 株式会社エイテックス

14 大森建設株式会社

15 小林工業株式会社

16 株式会社五洋電子

17 株式会社沢木組

18 株式会社三義

19 株式会社ジェムコ

20 JUKI電子工業株式会社

21 株式会社菅与組

22 株式会社スズキ部品秋田

23 株式会社創研コンサルタント

24 第一三共プロファーマ株式会社 秋田工場

25 株式会社 タカ　シーバルプラン

26 タルイシ機工株式会社

27 株式会社 中央科学

28 千代田興業株式会社

29 TDK株式会社　秋田総務部

30 東光鉄工株式会社

31 東邦技術株式会社

32 東北化成工業株式会社

33 株式会社東北機械製作所　営業本部

34 株式会社ナカヨ通信機関開発推進本部北日本事業所

35 並木精密宝石� 秋田工場

36 ニチレイ株式会社　秋田営業所

37 ニット工業株式会社

38 日発精密工業株式会社　横手工場

39 日本SMT株式会社

40 日本大昭和板紙東北株式会社

41 ニューロング技研株式会社

42 富士フィルムテクノプロダクツ株式会社東北工場秋田サイト

43 万六建設株式会社

44 三菱マテリアル株式会社　秋田製錬所

45 三菱マテリアルテクノ株式会社　秋田支店

46 ミツミ電機株式会社 秋田事業所

47 宮腰精機株式会社

48 株式会社MECARO

49 山岡工業株式会社

50 山�ダイカスト株式会社

51 ユニシアジェーケーシーステアリングシステム株式会社 秋田工場
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地域とともに発展するテクノセンターを目指して

地域共同テクノ副センター長 脇　野　　　博

秋田高専地域共同テクノセンターが設置されて以来６年が過ぎ，この間テクノラボの研究設備の

整備，技術研究会や各種講演会・研修会等の開催など，産学官連携強化につながる活動を推し進め

てきており，地域企業との共同研究，受託研究や技術相談件数も次第に増加しつつあります。平成

16年度の独立行政法人への移行を契機に設置された，委員に学外の有識者７名の方々を委嘱した運

営委員会や，また産学官民連携を実りあるものに展開するための２名からなる産学連携コーディネ

ーターという体制も軌道に乗ってきております。さらに，今後特に重要性が増してくる知的財産権

関連を中心に担当する副センター長をはじめ，テクノセンター専門委員会の委員もそれぞれセンタ

ー運営の仕事を分担し，活動しております。

本テクノセンター報第５号は，平成18年度の活動をまとめたものです。昨年度，それまで隔年に

発行していたものを，活用していただく皆様方の使い勝手の改善を図るべく，毎年発行することと

致しました。今年度も皆様に時節を得た適切なる情報公開や活動内容の速やかなる報告をお届けす

ることを目指して編集いたしましたが，内容の更なる充実・改善を図りたく，皆様方の忌憚のない

ご意見，ご要望等をお寄せいただきたくお願い申し上げます。

いまや，急速なる技術発展に対応するためには，財政面からも人材面からも，産学官民連携無く

して企業も学校も精悍なる活動ができなくなりつつあります。また，高等専門学校をとりまく社会

経済環境が大きく変化しているもとで，高専には地域のニーズ・期待に応えた人材を育成し地域に

送り出すことがより一層求められております。こうした時代の要請に応えるために，本校及びテク

ノセンターは地域とともに発展することを目指しており，産学協力会の皆様はじめ多くの企業の

方々が，是非，地域共同テクノセンター並びに産学連携コーディネーターにどしどしご相談を持ち

かけていただきたくお願い申し上げます。また私ども高専教職員も，地域企業に足繁く訪問させて

いただき，本校の持つポテンシャリテイとシーズの紹介，企業ニーズの具体的掘り下げなど，双方

の融合を図り，そのことにより産学官民連携の実りある成果が生まれてくるものと確信いたしてお

ります。本テクノセンター報が，その一助になれば幸いです。今後とも，産学協力会会員をはじめ

とする産業界の方々，また官公庁，教育研究機関などの関連する方々の更なるご支援をよろしくお

願い申し上げます。

あとがき



札幌 聖 空 聖 函館 =聖 聖 堅 .青森 二塁 聖 聖二. 稽 時間 8時間54分

所要時間(最短)2時間18分

秋EE]新幹線｢こまち｣秋所要時間(最短)3時間59分 Akl.aShiAkw KOMACHI田
駅 所要時間 9時間6分

所要時間 11時間41分

●高速バス

新宿 トトトトトトト>トフローラ胃 トトトトトト■>ト 所要時間 8時間30分

秋田駅

仙台 トトトトトトトトト仙 秋 号 トトトトトト■トト 所要時間 3時間30分

●高速道路
東北拓ET自動幸三巨 秋田自動車道

川口J.C.T.トトトトトトト 北上J.C.T.トトトトトトト 秋田北l.C.トトト 秋田高専
約4時間4D分 的l時間35分 8分(辛)

●空 港 〆､､:･/
新千歳空港

羽田空港

名古屋空港

大阪(伊丹)空港

関西国際空港

ソウル

l 所要時間 55分

所要時間 1時間

秋
田 所要時間 1時間10分
空

港 所要時間 1時間20分

所要時間 1時間30分

所要時間 2時間35分

連絡先 :秋 田 工 業 高 等 専 門 学 校 企 画 室
〒011-8511秋 田 市 飯 島 文 京 町 1番 1号
TEL018-847-6106FAX018-857-3191
URLhttp://akita-nctjpE-mail:kikaku@akita-nctjp
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